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3.7 エネルギー利用計画 

3.7.1 エネルギー利用の概要 

エネルギー回収型廃棄物処理施設では、ごみ焼却時に発生する熱エネルギーを、ボイラ

や熱交換器を通して電気や蒸気、温水等に変換し、利用することが可能である（図 3.16）。

エネルギー利用の具体的な利用方法としては、施設内の電気・冷暖房・給湯での利用や施

設外の電気・温水・熱供給、売電等がある。 

 

  

出典：廃棄物熱回収施設設置者認定マニュアル（平成 23 年 2 月、環境省）より作成 

図 3.16 焼却廃熱のエネルギー交換による熱利用形態（例） 
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3.7.2 他自治体におけるエネルギー利用状況 

ごみ焼却施設におけるエネルギー利用は増加傾向にあり、平成 25 年度から令和 4 年度

を比較すると、全施設に対するエネルギー利用ありの施設の割合は約 6%増加、発電設備あ

りの施設の割合は約 12%増加している（図 3.17）。 

また、近年のストーカ式焼却炉（平成 30 年度から令和 4 年度稼働開始、発電可能となる

施設規模 50t/日以上）では、約 90%以上の施設で発電を行っている（図 3.18）。 

 

  
出典：一般廃棄物処理事業実態調査の結果（令和 4 年度）について（令和 6 年 3 月、環境省）より作成 

図 3.17 ごみ焼却施設におけるエネルギー利用の推移 

 

 

図 3.18 ごみ焼却施設における近年のエネルギー利用形態別の導入推移 
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3.7.3 エネルギー利用の検討 

(1) エネルギー利用の検討に関する前提条件 

1) 循環型社会形成推進交付金の活用要件 

新施設で活用を想定している循環型社会形成推進交付金は、交付金要件としてエネ

ルギー回収率がある。エネルギー回収率とは、施設に投入するエネルギーに対して回

収できるエネルギーの割合を示したものであり、以下の式により求める。 

エネルギー回収率ሺ%ሻ＝発電効率21ሺ%ሻ＋熱利用率22ሺ%ሻ 

発電効率ሺ%ሻ ＝ 
発電出力 ൈ 100ሺ%ሻ

投入エネルギー（ごみ＋外部燃料
※ଵ

）

 

熱利用率ሺ%ሻ ＝ 
有効熱量

※ଶ
ൈ 0.46※ଷ ൈ 100（%）

投入エネルギー（ごみ＋外部燃料）
 

※1：炉の立ち上げ・立ち下げ等に使われる燃料 
※2：エネルギー回収型廃棄物処理施設内外へ供給された熱量のうち、供給先で有効に利用され

た分の熱量 
※3：発電/熱の等価係数 

 

新施設が該当する施設規模 100t/日超、150t/日以下の区分においては、エネルギー

回収率が 18.0%以上の場合は交付率 1/2（発電設備等に関係する部分）、14.0%以上の

場合は交付率 1/3 となる。 

 

2) 契約電力の要件 

エネルギー回収型廃棄物処理施設では、施設で使用するエネルギーを焼却処理によ

り得られるエネルギーで賄うことが可能であるため、余剰電力の売電を行う場合、受

電量よりも売電による送電量が大きくなることが考えられる。このとき、契約電力23

は送電量が基準となり、送電量が 2,000kW を超える場合は特別高圧受電24、2,000kW

未満となる場合には高圧受電25となる。 

 

 
21 発電効率とは、投入エネルギーに対する得られた電力エネルギー割合をいう。ごみ焼却施設では、発電

量をごみと外部燃料の熱量の和で除した値で定義される。 
22 熱利用率とは、ごみ焼却施設内外へ供給された熱量のうち、供給先で有効利用された有効熱量に電気/熱
の等価係数を乗じた熱量を入熱で除した割合をいう。 
23 契約電力とは、毎月使える電力の上限をいう。 
24 特別高圧受電とは、契約電力 2,000kW 以上（標準電圧 20,000V 以上）の電力を受電する場合の契約形態

をいう。大規模の工場・デパート・オフィスビルや、テーマパーク・遊園地など、電気の使用が特に多い大

型施設でよく用いられる。 
25 高圧受電とは、契約電力 500kW 以上（標準電圧 6,000V 以上）の電力を受電する場合の契約形態をい

う。中規模の工場・デパート・オフィスビルや官庁舎など、比較的電気の使用が多い施設でよく用いられ

る。 
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売電においては再生可能エネルギー由来の電力の買取制度である FIT/FIP 制度 

の活用が可能である。 

FIT/FIP 制度を活用することで、通常の売電よりも高い収入が得られる可能性があ

る。一方で、新施設で活用を想定している一般廃棄物処理事業債※は、令和 5 年度より

FIT/FIP 制度を活用する場合、発電等余熱利用施設に係る費用には活用できなくな

るよう改正された。 

 

FIT/FIP 制度の概要 

FIT 制度：再生可能エネルギー由来の電力について、固定価格買取を行う制度 

FIP 制度：再生可能エネルギー由来の電力の買取において、市場価格に連動した参

照価格にプレミアム（補助金）を上乗せした金額が支払われる制度 

 
出典：再生可能エネルギーFIT・FIP 制度ガイドブック 2022 年度版（令和４年３月、経済産業省資源

エネルギー庁） 

 

※一般廃棄物処理施設のうち、地方公共団体が行う施設整備事業に対して貸付を行う地方債 

コラム④ 売電に係る FIT/FIP 制度 
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(2) エネルギー利用計画の試算 

前項の前提条件を踏まえ、エネルギー回収型廃棄物処理施設で発生する余剰エネルギ

ーをすべて電気利用（売電）する場合の売電電力及びエネルギー回収率の試算結果を図 

3.19 に示す。 

市場調査結果を参考に試算した推計値（平均）では、発電電力は約 2,200kW、場内消

費電力は約 1,100kW となり、売電電力は約 1,100kW と想定される。エネルギー回収率

は約 18.2%となり、循環型社会形成推進交付金の交付要件（交付率 1/2 の場合 18.0%、

交付率 1/3 の場合 14.0%）を満たす結果となった。 

また、売電電力は約 1,100kW と想定されることから、高圧受電の契約電力の条件

（2,000kW 未満）を満たす結果となった。 

 

 
 項目 推計値（平均）※1 

1 発電電力 約 2,200kW 

2 場内消費電力※2 約 1,100kW 

3 売電電力（＝1－2） 約 1,100kW※3 

－ エネルギー回収率 約 18.2% 
※1：2 炉構成、400℃・4MPa の蒸気条件における市場調査回答（5 社）より算定。 
※2：エネルギー回収型廃棄物処理理施設、粗大・不燃ごみ処理施設、プラスチック類資源化

施設、剪定枝資源化施設及びストックヤードにおける消費電力を想定。 
※3：売電電力が最大となる回答の場合においても 2,000kW 未満となった。 

図 3.19 エネルギー利用計画の試算結果 
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3.7.4 エネルギー利用の基本方針 

新施設におけるエネルギー利用の基本方針は、以下に示す 4 点とする。 
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3.8 災害対応計画 

3.8.1 新施設に求める役割・機能 

「廃棄物処理施設の耐震・浸水対策の手引き（令和 4 年 11 月、環境省）」（以下、「耐震・

浸水対策の手引き」という。）では、廃棄物処理施設の処理機能以外に求める役割・機能の

例として、「①避難所」、「②災害廃棄物の仮置場」、「③災害廃棄物の受入処理」、「④エネル

ギーの供給」、「⑤防災備蓄」、「⑥見学者の受入、地域コミュニティの活動の場」、「⑦情報

発信の拠点機能」の 7 項目が示されている。その対応方針により、災害対応計画として求

められる内容が異なるため、新施設に求める役割・機能及びその対応方針を表 3.37 に示

す。 

 

表 3.37 新施設に求める役割・機能 

役割・機能 対応方針 

①避難所 
（指定避難所26、災害時

指定避難所等） 

防災計画上の避難所としての役割は設定しないものの、災害時

の緊急的な避難については、組合の自主的な範囲での対応を行

う。 

②災害廃棄物の仮置場 災害廃棄物の仮置場機能を備える。 

③災害廃棄物の受入処理 災害廃棄物の受入処理を行う※。 

④エネルギーの供給 
（電気、蒸気、温水等） 

電気等の外部インフラが途絶えた場合にも廃棄物処理機能を維

持するため、自立起動・継続運転が可能な施設とする。 

⑤防災備蓄 
（飲料水、食糧、薬品等） 

災害時緊急対応や施設職員のための防災備蓄を備える。具体的

な量については、避難所機能を踏まえて今後検討する。 

⑥見学者の受入、地域コ

ミュニティの活動の場 
（不特定多数の利用） 

見学者の受入等を実施する。 
市民町民に開かれた施設として、会議室等の多目的利用につい

て検討する。 

⑦情報発信の拠点機能 環境学習・啓発の拠点として、情報発信を行う。 

※交付率 1/2 の交付対象事業とするためには、「災害廃棄物の受入に必要な設備を備える」必要がある 

  

 
26 指定避難所とは、災害の危険性があり、避難した住民等を災害の危険性が無くなるまで必要な期間滞在

させること、又は災害により家に戻れなくなった住民等を一時的に滞在させることを目的とした施設をい

う。 
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3.8.2 地震災害 

(1) ハザードマップ 

1) 地震 

建設予定地周辺の地震ハザードマップ（地域危険度マップ）を図 3.20 に示す。 

地域危険度マップは、地震による揺れによって発生する建物被害の割合を示してお

り、建設予定地周辺は最も高い「危険度 5（全壊する建物の割合：5%以上）」とされて

いる。 

 

 
※1：平成 24 年度及び平成 25 年度に埼玉県が実施した地震被害想定調査の 5 地震（東京湾北部地震、

茨城県南部地震、元禄型関東地震、関東平野北西縁断層帯地震、立川断層帯地震）の結果のう

ち、最も震度が大きいと想定されたものを想定 
※2：現在、建設予定地には建物がないため、白地が含まれる。 
出典：鴻巣市防災マップより作成 

図 3.20 鴻巣市地震ハザードマップ（地域危険度マップ） 

  

建設予定地 
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2) 液状化 

液状化が発生すると、陥没や地割れ等による地面の変化が原因で建物が傾く等、道

路通行が困難になる被害が想定される。建設予定地周辺の地震ハザードマップ（液状

化マップ）を図 3.21 に示す。 

液状化マップにおいて、建設予定地付近は液状化の可能性は「低い」とされている。

また、建設予定地で過去に実施した地質調査結果報告書においても、地震時に液状化

が発生する可能性は低く、危険度も低いとされている。 

 

 

※平成 24 年度及び平成 25 年度に埼玉県が実施した地震被害想定調査の 5 地震（東京湾北部地震、茨

城県南部地震、元禄型関東地震、関東平野北西縁断層帯地震、立川断層帯地震）の結果のうち、最

も震度が大きいと想定されたものを想定 
出典：鴻巣市防災マップより作成 

図 3.21 鴻巣市地震ハザードマップ（液状化マップ） 

  

建設予定地 
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(2) 対策方針 

1) 官庁施設の総合耐震基準 

官庁施設は、来訪者等の安全を確保するとともに大規模地震発生時に災害応急対策

活動の拠点として機能を十分に発揮できるよう、総合的な耐震安全性を確保した建築

物である必要がある。このため、国土交通省では「官庁施設の総合耐震・対津波計画

基準（平成 25 年 3 月、国土交通省）」により、官庁施設の耐震安全性の目標を定めて

いる（表 3.38）。 

 

表 3.38 耐震安全性の目標 

部位 分類 耐震安全性の目標 

構造体 

Ⅰ類 
大地震動後、構造体の補修をすることなく建築物を使用できることを目

標とし、人命の安全確保に加えて十分な機能確保が図られている。 
（重要度係数※1.5） 

Ⅱ類 
大地震動後、構造体の大きな補修をすることなく建築物を使用できるこ

とを目標とし、人命の安全確保に加えて機能確保が図られている。 
（重要度係数※1.25） 

Ⅲ類 
大地震動により構造体の部分的な損傷は生じるが、建築物全体の耐力の

低下は著しくないことを目標とし、人命の安全確保が図られている。 
（重要度係数※1.0） 

建築非 
構造部材 

A 類 
大地震動後、災害応急対策活動等を円滑に行ううえ、又は危険物の管理

のうえで支障となる建築非構造部材の損傷、移動等が発生しないことを

目標とし、人命の安全確保に加えて十分な機能確保が図られている。 

B 類 
大地震動により建築非構造部材の損傷、移動等が発生する場合でも、人

命の安全確保と二次災害の防止が図られている。 

建築設備 
甲類 

大地震動後の人命の安全確保及び二次災害の防止が図られているとと

もに、大きな補修をすることなく、必要な設備機能を相当期間継続でき

る。 

乙類 大地震動後の人命の安全確保及び二次災害の防止が図られている。 

※大地震動後の建築物の機能を確保するため、建築物の重要度に応じて建築基準法で定める必要保有水平耐

力を割り増す係数 
出典：官庁施設の総合耐震・対津波計画基準（平成 25 年 3 月、国土交通省）より作成 
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2) 廃棄物処理施設における耐震安全性の分類例 

耐震・浸水対策の手引きで整理されている廃棄物処理施設の特徴や役割・機能及び

建築物の種類に基づく耐震安全性の分類例を表 3.39 に示す。 

赤枠で示す「燃料、高圧ガス等を使用、貯蔵」する施設であるかが、耐震安全性の

目標を定めるうえで指標となる。 

 

表 3.39 廃棄物処理施設の特徴や役割・機能及び建築物の種類に基づく耐震安全の分類例 

廃棄物処理施設の特徴や 
役割・機能と想定される建築物 

官庁施設の種類 

耐震安全性の分類 

特徴や役割・機能 建築物 
構
造
体 

建
築
非
構
造
部
材 

建
築
設
備 

地方公共団体が指定する災害

活動に必要な施設 
工場棟 
管理棟 

(四) 
災害応急対策活動に

必要な官庁施設 
Ⅱ類 A 類 甲類 

指定緊急避難所や指定避難所 
工場棟 
管理棟 

(七) 
多数の者が利用する

官庁施設 
Ⅱ類 A 類 乙類 

見学者を受入、地域コミュニ

ティの活動拠点、避難機能 
工場棟 
管理棟 

(九) 
多数の者が利用する

官庁施設 
Ⅱ類 B 類 乙類 

防災備蓄機能 
工場棟 
管理棟 
倉庫 

(九) 
多数の者が利用する

官庁施設 
Ⅱ類 B 類 乙類 

災害廃棄物の仮置場、処理 
（不特定多数の人の出入り） 

工場棟 
最終処分場 

(九) 
多数の者が利用する

官庁施設 
Ⅱ類 B 類 乙類 

燃料、高圧ガス等を使用、貯蔵 
工場棟 

水処理施設 
倉庫 

(十一) 
危険物を貯蔵又は 
使用する官庁施設 

Ⅱ類 A 類 甲類 

上記以外 － (十二)その他 Ⅲ類 B 類 乙類 

出典：廃棄物処理施設の耐震・浸水対策の手引き（令和 4 年 11 月、環境省）より作成 
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3) 新施設の耐震安全性の目標 

新施設において、各処理施設等で想定する役割・機能を踏まえ、各処理施設等の耐

震安全性の目標を表 3.40 のとおり定める。 

また、プラント設備については、建築物と整合のとれた耐震性能を確保するものと

し、「火力発電所の耐震設計規程」、「官庁施設の総合耐震・対津波計画基準」、「建築設

備耐震設計・施工指針 2014 年版」に準じた設計・施工を行うものとする。 

 

表 3.40 新施設における耐震安全性の目標 

施設 役割・機能 構造体 
建築 

非構造部材 
建築設備 

エネルギー回収型廃棄物処

理施設 

・燃料、高圧ガス等

を使用・貯蔵 
・見学者の受入 

Ⅱ類 A 類 甲類 

粗大・不燃ごみ処理施設 ・見学者の受入 Ⅱ類 A 類※2 甲類※2 

プラスチック類資源化施設 ・見学者の受入 Ⅱ類 A 類※2 甲類※2 

管理棟 ・見学者の受入 Ⅱ類 A 類※2 甲類※2 

剪定枝資源化施設※1 ・上記以外 Ⅲ類 B 類 乙類 

ストックヤード※1 ・上記以外 Ⅲ類 B 類 乙類 

※1：現時点で見学者を想定していないため、耐震・浸水対策の手引きで示す耐震安全の分類例（十二）その

他と同じ分類とした。 
※2：エネルギー回収型廃棄物処理施設と一体の整備となる配置計画であり、また燃料、高圧ガス等を使用・

貯蔵する可能性もあるため、エネルギー回収型廃棄物処理施設と同等の目標値とした。詳細は今後検討

する。 
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3.8.3 水害（浸水） 

(1) ハザードマップ 

1) 内水による浸水 

建設予定地において、内水27による浸水想定はないものの、元荒川、野通川及び星川

の氾濫による想定最大規模の浸水深は最大約 1.1m と想定されている。 

このことから、内水による浸水深は、現況地盤から約 1.2m と想定する。 

 

2) 計画規模・想定最大規模の降雨による浸水 

建設予定地において、河川の氾濫により想定される浸水深は、表 3.41、図 3.22 及

び図 3.23 に示すとおり計画規模（200 年に 1 回程度の降雨規模、荒川流域での 3 日

間の総雨量 516mm）で約 2.5m～3.2m（破堤点：荒川左岸 65.2k 地点）、想定最大規

模（1,000 年に 1 回程度の降雨規模、荒川流域での 3 日間の総雨量 632mm）で約 3.4 

m～3.75m（破堤点：荒川左岸 65.2k 地点）である。 

表 3.41 建設予定地の想定浸水深 

水害規模 破堤点 想定浸水深 
計画規模 

（200 年に 1 回程度の降雨規模） 
荒川左岸 65.2k 地点※ 約 2.5 m～3.2m 

想定最大規模 
（1,000 年に 1 回程度の降雨規模） 

荒川左岸 65.2k 地点※ 約 3.4 m～3.75m 

※各水害規模の降雨により洪水が発生する場合の荒川水系荒川及び入間川流域における破堤点のうち、建

設予定地が最大浸水深となるような破堤点 
出典：地点浸水シミュレーション検索システム（国土交通省）より作成 
 

 

 出典：地点浸水シミュレーション検索システム（国土交通省）より作成 

図 3.22 計画規模（200 年に 1 回程度の降雨規模）荒川左岸 65.2k 地点 

 
27 堤防の内側である市街地内を流れる側溝や雨水排水路、下水道等から水が溢れる水害 

建設予定地 
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出典：地点浸水シミュレーション検索システム（国土交通省）より作成 

図 3.23 想定最大規模（1,000 年に 1 回程度の降雨規模）荒川左岸 65.2k 地点 

 

(2) 対策方針 

1) 浸水に対する安全性の目標の設定 

耐震・浸水対策の手引きでは、浸水に対する安全性の目標は「想定される浸水深」、

「処理の代替性・多重性確保の状況」、「施設の役割・機能」、「アクセス道路の浸水状

況」等を勘案して設定するものとしている。また、想定最大規模の浸水想定だけを対

象とするのではなく、より発生頻度（確率）の高い浸水想定にも着目し、下記に示す

段階的な考え方に基づき目標を設定することが重要であるとしている。 

 

【多段階の目標設定の指標】 

①浸水させない 

②多少浸水はするが施設の機能は維持される 

③浸水により一時的に機能停止はするが早期に復旧する 

④さらに浸水被害に遭ったときに修理費用が低減される 

⑤ほかの施設で代替処理することにより廃棄物処理機能を維持する 

 

この指標を参考に、新施設の浸水に対する安全性の目標を設定した（表 3.42）。 

 

 

 

建設予定地 
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表 3.42 新施設の浸水に対する安全性の目標 

水害規模 目標設定 設定理由 

内水による浸水 

（想定浸水深：約

1.2m） 

①浸水させない 本施設の耐用年数を一般的な平均供用年数 30.5 年

と想定し、近年の降雨災害の激甚化を考慮すると、

発生頻度（確率）が最も高いため。 

計画規模の降雨に

よる浸水 

（想定浸水深：約

2.5 m～3.2m） 

②多少浸水はす

るが施設の機能

は維持される 

200 年に 1 回程度の降雨規模の水害であり、発生し

た場合は鴻巣市のみならず県南地域から東京都まで

被害を及ぼす大規模な災害となる。 

本施設の耐用年数を一般的な平均供用年数 30.5 年

と想定し、近年の降雨災害の激甚化を考慮すると、

供用期間に発生する可能性も考えられるため。 

想定最大規模の降

雨による浸水 

（想定浸水深：約

3.4 m～3.75m） 

②多少浸水はす

るが施設の機能

は維持される 

1,000 年に 1 回程度の降雨規模の水害であり、発生

した場合は鴻巣市のみならず県南地域から東京都ま

で被害を及ぼす大規模な災害となる。 

発生しにくいと考えられるものの、万が一発生した

場合には長期間の稼働停止は避けるべきであるた

め、計画規模と同等の目標とした。 

 

(3) 対策内容 

1) 内水による浸水への対策 

内水による浸水（約 1.2m）に対する安全性の目標は「浸水させない」としたため、

浸水対策として建設予定地全域を対象に盛土による嵩上げを行う。 

対策する高さは、県道高さ（約 1.0m）+0.5m とする（図 3.24）。 

 

2) 計画規模・想定最大規模の降雨による浸水への対策 

計画規模・想定最大規模の降雨（最大約 3.75m）に対する安全性の目標は「多少浸

水はするが施設の機能は維持される」としたため、浸水対策としては、各施設が建設

される建物立地エリアを対象に部分盛土による嵩上げを行うこと（パターン A）、又は

ランプウェイの設置等の建築計画により施設に浸水対策を行うこと（パターン B）が

想定される。 

対策する高さは県道高さ（約 1.0m）+2.75m とする（図 3.24）。 

なお、本計画では、プラントメーカーへの市場調査結果を参考として、ランプウェ

イの設置等の建築計画により施設に浸水対策を行うこと（パターン B）を基本とする

（表 3.43）。ただし、パターン A 及びパターン A と B の折衷案についても、条件によ

りコストダウンの可能性があるため、競争性確保の観点から施設の機能維持を前提と

して事業者提案を可能とする。 
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図 3.24 浸水対策の高さのイメージ図 

 

表 3.43 想定される浸水対策パターン（計画規模・想定最大規模の降雨） 

項目 
浸水対策パターン A 

（追加の部分盛土による対策） 
浸水対策パターン B 

（建築計画による対策） 

対策概要 

建物立地エリアを想定最大規模高さ

まで部分盛土で嵩上げを実施する 
ランプウェイの設置や、電気系統及び

重要機器を想定浸水深より高い位置

に配置する等の建築計画による対策

を実施する 

イメージ図 

  

メリット 

・施設に浸水対策を実施しないため

パターン B と比較して建築費用が

安価となる。 
・盛土を行った部分の建物は浸水し

ないと想定されるため、復旧が早

い。 

・内水による浸水への対策にのみ盛

土を行うため、パターン A と比較

して使用する土量が少なく盛土対

策費用は安価となる。 
・内水による浸水への対策後に建築

工事へ着手可能となるため、工期が

短縮できる可能性がある。 

デメリット 

・想定最大規模レベルまでの盛土と

なるため、大量の土が必要となり、

盛土対策費用は高価となる。 
・メーカー提案により施設配置が異

なるため、事前に範囲を設定しない

限り、契約前の盛土はできない。ま

た、工期も想定は困難である。 

・施設に浸水対策を実施するため、パ

ターン A と比較して建築費用が高

価となる。 
・建物は、建築計画により浸水部分と

非浸水部分に分かれ、浸水部分につ

いては、復旧が遅れる可能性があ

る。 

 

  

内水による浸水への対策
（県道高さ+0.5ｍの盛土を行う）

建設予定地

県道約1.0ｍ

0.5ｍ

2.25ｍ
計画規模・想定最大規模の降雨による

浸水への対策
（部分盛土又は建築計画による対策を行う）

調整池 

建物立地エリア 

（県道高さ 

＋2.75ｍまで盛土） 

 

施設に浸水対策

を実施しない 

建設予定地 
（県道高さ＋0.5m

まで盛土 

（内水対策）） 

調整池 

建物立地エリア 

 

施設に浸水対策 

を実施 

建設予定地 
（県道高さ＋0.5m

まで盛土 

（内水対策）） 
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3.8.4 その他の災害 

地震や浸水等の自然災害以外の災害として、火災及び二次災害による停電、断水が考え

られる。廃棄物の安定処理及び施設の早期復旧の観点から、これらに対する対策を以下に

示す。 

 

(1) 火災 

日々搬入されるごみを貯留するごみピットや受入れヤードは、リチウムイオン電池の

混入や自然発火による火災の危険性が最も高い場所と考えられる。また、剪定枝資源化

施設における堆肥の発酵エリアも高温になりやすく、自然発火による火災の危険性が高

い場所と想定される。 

いち早く火災の発生を検出するため、温度検出装置、ガス検知器、火災検知器や監視

テレビ等を設置するとともに、プラスチック類資源化施設等の燃えやすいごみの受入施

設等は初期消火や延焼防止を考慮した配置とする。また、火災が発生した場合に備え、

消火のための散水設備や消火器、消火栓等を設置する。 

 

(2) 停電 

エネルギー回収型廃棄物処理施設は災害で電力供給が途絶えた場合でも自立起動が可

能な施設とするため、1 炉を立ち上げることができる非常用発電設備を設置する。なお、

非常用発電設備は、水害対策が講じられた場所に設置する。 

 

(3) 断水 

プラント用水及び生活用水は上水を利用する計画であり、断水時に利用できないこと

が想定されるため、災害時に利用できる井戸を整備することを基本とする。また、1 週

間程度の運転が継続できる用水タンクの設置など、井戸以外の水源の確保についても検

討する。飲料水については防災備蓄として確保する。 
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3.8.5 災害時の対応機能 

表 3.37 に示した新施設に求める役割・機能のうち、特に災害時に重要な機能について

以下に示す。 

 

(1) 防災備蓄 

薬剤や燃料等の供給が滞った場合においても廃棄物処理が 1 週間程度継続できるよう

にする。特に、非常用発電設備の燃料については炉の立ち下げ・立ち上げに必要となる

容量を確保する。 

見学者や周辺住民などの災害時の緊急対応や施設職員のための防災備蓄を備える。具

体的な物品と量については、今後の検討とする。 

 

(2) 災害廃棄物の受入 

災害廃棄物の受入処理を行うことを想定する。災害時にも滞りなくごみ処理を行うた

め、前項に示した防災備蓄を備えることとする。 

また、災害廃棄物の仮置場機能を備える。駐車場を仮置場として活用するため、路面

はアスファルト舗装とし、車止め等の仮置場設置上で支障となるものの設置を避ける。 
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3.9 環境学習・啓発計画 

3.9.1 環境学習・啓発機能の概要 

ごみ処理施設は、各施設の環境学習・啓発機能により、ごみの分別やリサイクル等の環

境問題について学ぶことができる場である。 

近年、温室効果ガスによる気候変動や資源の枯渇などの問題に対して、持続可能な社会

の形成が注目されており、構成市町の上位計画（総合振興計画、一般廃棄物処理基本計画

等）においても、目指す姿の実現へ向けて「資源循環」や「4R28の推進」、「環境負荷の低

減」などが掲げられている。さらに、構成市町はゼロカーボンシティを宣言していること

から、「脱炭素化の推進」に向けた取組みも重要となっており、新施設の整備にあたり、環

境学習・啓発機能での普及を目指すこととする。 

 

3.9.2 環境学習・啓発機能の導入事例 

新施設に導入する環境学習・啓発機能の方針を決めるため、現施設における取組みと埼

玉県内を中心とした他自治体の導入事例を整理した。 

 

(1) 現施設における取組み 

現施設では、ごみ減量・分別・リサイクルの意義やその効果を紹介するため、ごみピ

ット・ごみクレーンや中央制御室をはじめとする施設見学（本組合の構成市町及び近隣

の小学校の社会科見学等）を行っている。なお、見学に必要な設備として、施設説明の

ビデオや施設模型、排ガス処理状況を示すモニター等を備えている。 

 

(2) 他自治体の導入事例 

埼玉県内及び周辺都市のごみ処理施設における環境学習・啓発機能の導入事例を表 

3.44 に示す。 

施設紹介に必要な展示・設備を基本として、資源循環や 3R（4R）の推進、再生可能エ

ネルギー等の環境問題に対する取組を学べるような内容が多く導入されている。 

環境学習に直接関わる内容だけでなく、地域住民の交流の場として、コミュニティス

ペースや緑地機能を設けている施設や、ごみとして排出された雑貨や家具等の販売を行

うリユース・リペア機能29を取り入れている事例もある。 

  

 
28 4R（3R）とは、3R の Reduce【ごみをもとから減らす】、Reuse【くりかえし使う】、Recycle【資源とし

て再利用する】の 3 つの取組みに、Refuse【ごみになるものを断る】を加えた 4 つの取組みをいう。 
29 リユース・リペア機能とは、持ち込まれた粗大ごみ等をくりかえし使うために、そのままの状態で販売

等を行うリユース（Reuse）機能と修理等を行い、販売等を行うリペア（Repair）機能をいう。 
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表 3.44 ごみ処理施設における環境学習・啓発機能の導入事例 

機能 実施内容 導入例 導入先 

施設見学 
機能 

処理施設の 
見学ルート 

・ガラス張りで実際の設備が見やすい見学
ルート（ガラス部分には設備の説明を記
載） 

武蔵野市クリ
ーンセンター 

施設説明 
・研修室にて映像機器等を用いて施設の説

明を行う 
浮島処理セン
ター【川崎市】 

体験型展示 
・ごみなどの複数の臭気を嗅ぐ体験ができ

る 
浅川清流環境
組合【日野市】 

施設模型展示 
・ごみ処理施設の模型を展示 埼玉西部クリ

ーンセンター 

展 示 物 に
よ る 啓 発
機能 

パネル展示 
・周辺地域や構成市町の自然環境などにつ

いての説明パネルを展示 
浅川清流環境
組合【日野市】 

実物展示 
・選別機で処理された鉄・アルミ・不燃物

（ガラス・陶器など）・可燃物などの実物
展示 

ふじみ野市・三
芳町環境セン
ター 

測定値表示モニ
ター 

・排ガスデータや発電データ等をリアルタ
イムに表示 

埼玉西部クリ
ーンセンター 

体験学習型展示 
・日常生活でつかう様々な“もの”と 3R の

関係をクイズ形式で学ぶ（3R ディスカ
バリーハウス） 

さいたま市桜
環境センター 

体 験 学 習
機能 

体験学習 
・工作や自然観察のイベントなどを行う工

作体験室 
さいたま市桜
環境センター 

体験講座 
・リサイクル体験講座を通して、楽しみな

がらリサイクルの知識や技術を学ぶ 
川越市資源化
センター 

緑地・ 
そ の 他 機
能 

緑地 
・地域の生きものに「出会える」「さわれる」

をコンセプトにつくられたビオトープ
（シーオ（SEEO）） 

さいたま市桜
環境センター 

コミュニティス
ペース 

・使用許可を得た環境団体が活動のために
利用できるオープンなスペース 

さいたま市桜
環境センター 

リユース・
リ ペ ア 機
能 

リユース 

・衣類や生活用品、子ども用品など、もう
使わなくなったが、まだ使えるものを、
メッセージカードに「思い」を添えて、
次の方に引き継ぐ「リユース」を体験 

・さいたま市民であれば、無料で持ち込ん
だり、持ち帰ったりすることができる 

さいたま市桜
環境センター 

・東所沢エコステーションに持ち込まれ
た衣類や着物、陶磁器などの中から再
利用できるものを選別し、有償で頒布 

所沢市東部ク
リーンセンタ
ー 

リペア 
・粗大ごみ等を修理、整備、清掃した「リ

サイクル家具」や「リサイクル自転車」
を販売 

ふじみ野市・三
芳町環境セン
ター 

リユース・リペ
ア 

・ごみとして出された家具や自転車に手
を加え、リサイクル品として有償で頒
布 

・衣類・雑貨類・本などのリユース品を有
償で頒布 

川越市資源化
センター 
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3.9.3 新施設における環境学習・啓発機能の導入方針 

新施設においては、廃棄物の適正処理だけではなく、環境学習・啓発の場としての役割

も求められている。施設整備の基本方針の 1 つである「環境学習の場として、市民町民に

開かれた施設」に基づき、ごみ処理施設の仕組みやごみ処理に関わる社会背景等を学ぶこ

とができる環境学習の場として、来場者への情報提供及び環境意識の向上を目的とした環

境学習・啓発機能の整備を計画する。 

埼玉県内の自治体の導入事例を参考に、新施設に取り入れることを検討している環境学

習・啓発機能の導入方針を表 3.45 及び表 3.46 に示す。なお、これらの方針は、本組合と

しての導入方針であり、詳細は事業者提案等によるものとする。 

 

表 3.45 新施設における環境学習・啓発機能の導入方針（1/2） 

機能・概要 実施内容 必要設備 現施設 新施設への導入方針 

【施設見学】各

施設に見学者ル

ートを整備し、

小学生の施設見

学 や 一 般 来 場

者、行政等の視

察を受け入れる 

各処理施設

の見学ルー

トの設置 

可燃ごみ処

理施設見学

ルート 
○ ○ 

現施設も実施しており、処理

工程に沿って環境学習に適

したルートを設置する。経済

性を考慮した配置計画、見学

ルートとする。 

粗大・不燃ご

み処理施設

見学ルート 
× ○ 

プラスチッ

ク類資源化

施設見学ル

ート 

× ○ 

剪定枝資源

化施設見学

ルート 
× × 

移動式重機を主に扱う施設

であり、見学者の安全確保に

課題があるため、見学ルート

は設置せず、パネル展示の紹

介等で代用する。 

施設説明 

会議室 ○ ○ 

来場者への説明を行う場所

として設ける。什器収納場所

を設け、議場との併用とす

る。 

視聴覚設備 ○ ○ 

来場者に施設の説明をする

ため、映像機器やモニター等

の設備を設ける。 

体験型展示 展示物等 × ○ 
経済性を考慮した展示物と

し、事業者提案とする。 

施設模型 施設模型 ○ ○ 

現施設でも実施しており、施

設全体を理解しやすいため

設置する。 
凡例）○：新施設に導入を検討、×：新施設への導入を検討しない 
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表 3.46 新施設における環境学習・啓発機能の導入方針（2/2） 

機能・概要 実施内容 必要設備 現施設 新施設への導入方針 

【展示物による

啓発】 
施設見学の補足

や見学できない

内容についての

展示物を設ける 

パネル学習

（施設見学

を補足する

内容） 

展示パネル × ○ 

施設見学の補足内容、構成市

町の取組み（ごみ減量等）、

脱炭素の取組み、灰のリサイ

クル、プラスチック類等のリ

サイクル方法、剪定枝資源化

施設の内容、工事中の写真な

どについてパネル展示を実

施する。 

実物展示 実物模型等 ○ ○ 
施設見学やパネル展示を補

足する模型などを展示する。 

測定値表示

モニター 
モニター設

備 
× ○ 

環境測定結果、発電量を表示

する。また、屋外の設置につ

いても今後検討する。 

【体験学習】 
体験学習等の講

座を実施する 

環境学習講

座、工作教室

等 

実施に必要

な研修室や

工具等 
× × 

講座を行う人員の確保が必

要となるため実施しない。 

【緑地・その他】 
環境学習に限定

せず、地元住民

の憩い・交流の

場を提供 

緑地・調整池

等 
多目的広場 × 〇 

緑地等を活用した屋外施設

の導入を検討する。 

コミュニテ

ィスペース 
多目的室 × 〇 

市民町民に開かれた施設と

して会議室の多目的利用を

検討する。 

【リユース・ 
リペア】 
ごみとして排出

された雑貨や家

具等の販売を行

う 

修理せずに

利用可能な

物品の販売 

展示販売・保

管スペース 
× 〇 

リユース機能を設ける。ただ

し、経済性の観点から、展示

販売・保管スペースの設置等

については、民間事業者の活

用を含め事業者提案とする。 
修理等を行

い、利用可能

な物品の販

売 

修理スペー

ス、展示販売

スペース 
× × 

修理をする人員等の確保が

必要となるため実施しない。 

凡例）○：新施設に導入を検討、×：新施設への導入を検討しない 
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3.10 プラント整備計画 

3.10.1 エネルギー回収型廃棄物処理施設の基本処理フロー及び各設備計画 

(1) 基本処理フロー 

エネルギー回収型廃棄物処理施設は、主要設備である受入れ供給設備、燃焼設備、燃

焼ガス冷却設備、排ガス処理設備、余熱利用設備、通風設備、灰出し設備、給水設備、

排水処理設備、電気・計装設備等から構成される。 

また、エネルギー回収型廃棄物処理施設の処理方式は、「3.4 処理方式」より焼却（ス

トーカ式）方式を採用することとしており、この方式による基本処理フロー（案）を図 

3.25 に示す。 

 

 

図 3.25 エネルギー回収型廃棄物処理施設 基本処理フロー（案） 
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(2) 各設備計画 

1) 受入れ供給設備 

受入れ供給設備は、計量機、プラットホーム、投入扉、ごみピット、ごみクレーン、

ダンピングボックス、脱臭装置等で構成される。 

特に、ごみピット容量について、計画・設計要領によると安定的なごみ処理のため

に施設規模の 5 日～7 日分以上とされているため、炉の全炉停止期間中 7 日間連続し

て定格処理能力相当分のごみが搬入された場合においても貯留可能な容量とする。 

参考に、ごみの見かけ比重を 0.3t/m3 とし、7 日分以上のごみを貯留するために必要

なごみピット容量は、約 3,500m3 以上となる。 

147t/日×7 日÷0.3t/m3＝3,430m3≒3,500m3 

 

2) 燃焼設備 

燃焼設備は、ごみを燃焼させるためのものであり、ごみホッパ、給じん装置、燃焼

装置、助燃装置等で構成される。 

 

3) 燃焼ガス冷却設備 

燃焼ガス冷却設備は、ごみ焼却後の燃焼ガスから熱回収を行うとともに、後段の排

ガス処理設備が安全に運転できる温度まで冷却することを目的に設置される。 

燃焼ガスの冷却方法には、廃熱ボイラ方式と、水噴射式等があるが、ごみ処理の熱

を有効に回収・利用することを目的として設置事例の多い廃熱ボイラ方式を基本とす

る。 

主要設備は、廃熱ボイラのほかに、蒸気だめ、蒸気復水器、脱気器等で構成される。 

 
出典：ごみ処理施設整備の計画・設計要領 2017 改訂版（公益社団法人 全国都市清掃会議） 

図 3.26 ボイラ設備フローの一例 
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4) 排ガス処理設備 

排ガス処理設備は、ごみ焼却後の排ガスに含まれているばいじん、塩化水素（HCl）、

硫黄酸化物（SOx）、窒素酸化物（NOx）、ダイオキシン類、水銀等の規制物質を、設

定した自主基準値以下とするためのものである。 

排ガス処理設備は、減温塔（必要に応じ）、集じん器、有害ガス除去装置（SOx・HCl

除去設備、脱硝設備、ダイオキシン類除去設備、水銀除去設備）等で構成される。 

 

5) 余熱利用設備 

余熱利用設備は、燃焼ガス冷却設備の廃熱ボイラで得られた蒸気を活用し、熱エネ

ルギーの有効活用を行うためのものである。余熱利用設備は、発電設備（タービン発

電機）や熱供給設備で構成される。 

3.7.4 エネルギー利用の基本方針で示したとおり、エネルギー回収型廃棄物処理施

設のエネルギー回収率は、循環型社会形成推進交付金（交付率 1/3、発電設備等は交付

率 1/2）の交付要件である 18.0%以上（施設規模が 100t/日超、150t/日以下の区分）を

達成する計画とする。 

 

6) 通風設備 

通風設備は、ごみ焼却に必要な空気を、必要な条件に整えて焼却炉に送り、また、

焼却炉から排出される排ガスが煙突を通して大気に排出するまでの関連設備である。

通風設備は、押込送風機、二次燃焼送風機、空気予熱器、風道、誘引送風機、煙道、

煙突等で構成される。 

煙突高さの設定については、景観上の配慮、航空法による制約（障害標識設置）等

に考慮する必要がある。高さ 60m を境に制約があることや、現施設の煙突高さが 59m

であることを踏まえ、本計画における煙突高さは 59m を基本とする。 

 

7) 灰出し設備 

灰出し設備は、焼却灰及び各部で捕集された飛灰を収集、安定化処理し、場外へ搬

出するためのものである。灰出し設備は、飛灰搬出装置、灰冷却装置、灰搬出装置、

焼却灰貯留設備、灰クレーン等から構成される。 
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8) 給水設備 

給水設備は、プラント用水、生活用水をエネルギー回収型廃棄物処理施設に供給す

るものである。給水設備は、受水槽、機器冷却水槽、冷却塔、各送水ポンプ、給水配

管等で構成される。 

新施設で使用するプラント用水の主な用途は機器冷却水、燃焼ガス冷却水、灰冷却

水などであり、使用水量を可能な限り少なくするため、支障のない限り水の有効利用

を図るものとする。また、断水時には井戸水を使用できるよう、井戸の整備を基本と

する。 

 

9) 排水処理設備 

排水処理設備は、新施設から排出されるごみピット排水、洗車排水、プラットホー

ム洗浄排水、灰出し排水、純水装置排水、ボイラ排水等のプラント排水と、生活排水

を処理するものである。このうち、プラント排水については施設内クローズド方式（無

放流）を基本とし、プラント排水を再利用可能な水質にする排水処理設備を設置する

ものとする。 

 

10) 電気・計装設備 

a) 電気設備 

電気設備は、電力事業者から受電した電力を各機器が必要とする電圧に変換し、そ

れぞれの電気負荷設備に供給するためのものである。電気設備は、受変電設備、配電

設備、動力設備、電動機、非常用発電設備、照明設備等で構成される。 

新施設では、受電電圧、契約電力量、受電方式などにより適切な構成にするものと

する。また、新施設は高圧契約で受電するものとし、エネルギー回収型廃棄物処理施

設で一括受電した後、粗大・不燃ごみ処理施設、プラスチック類資源化施設、剪定枝

資源化施設、計量棟等に配電する計画とする。 

b) 計装設備 

計装設備は、施設の操作・監視・制御の集中化と自動化を行うことにより、運転の

信頼性の向上と省力化を図るとともに、運営管理に必要な情報収集を合理的、かつ迅

速に行うためのものである。計装設備は、計装機器、大気質測定機器（分析計）、ITV

装置、中央制御装置、配線等から構成される。 

計装設備の計画にあたっては、施設全体の運転管理に係る省力化のために、中央制

御室における集中監視操作方式を基本とする。 
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3.10.2 粗大・不燃ごみ処理施設の基本処理フロー及び各設備計画 

(1) 基本処理フロー 

粗大・不燃ごみ処理施設は、主要設備である受入れ供給設備、選別設備、破砕設備、

搬送設備、選別設備、貯留・搬出設備、集じん・脱臭設備等から構成される（図 3.27）。 

 

 
図 3.27 粗大・不燃ごみ処理施設の基本処理フロー（案） 

なお、不燃ごみは袋に入った状態で搬入されることやリチウムイオン電池等の処理不

適物の混入が多いことを踏まえ、破袋処理及び手選別処理を行った後に、粗大ごみと合

わせて破砕処理及び選別処理を行うこととする。 

  

粗大ごみ

資源物、可燃残さ等

・計量機
・受入れヤード
・受入れホッパ
・受入れコンベヤ

受入れ供給設備

・低速回転破砕機
・高速回転破砕機

破砕設備

・搬送設備（コンベヤ等）
・磁選機
・ふるい分け選別機
・アルミ選別機

搬送・選別設備

・集じん設備
・脱臭設備

集じん・脱臭設備

・貯留バンカ
・貯留ヤード

貯留・搬出設備 ごみ

資源物、残さ等

電 気 設 備

計 装 設 備

給 水 設 備

排 水 処 理 設 備

不燃ごみ

・計量機
・受入れヤード
・受入れホッパ
・受入れコンベヤ

受入れ供給設備

・破袋機
・搬送設備（コンベヤ等）
・手選別設備

搬送・選別設備

資源物、処理不適物等
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(2) 各設備計画 

1) 受入れ供給設備 

受入れ供給設備は、搬入された粗大ごみ、不燃ごみを受入れ、破砕設備、選別設備

等の処理工程に供給するためのものである。受入れ供給設備は、計量機、受入れヤー

ド、受入れホッパ、受入れコンベヤ等で構成される。 

受入れ供給設備の方式としては、受入れピット方式もしくは受入れヤード方式があ

る。受入れピット方式は、貯留のための面積を小さくすることが可能であるが、ごみ

の供給にクレーンが必要となる。一方、受入れヤード方式は、貯留のための面積が大

きくなるものの、異物やリチウムイオン電池等の危険物を除去することが容易となる。

さらに、火災発生時の延焼範囲は、受入れピット方式と比べて限定的と考えられる。 

本計画では、安全面に関する作業性を考慮し、受入れヤード方式を基本とする。 

 

2) 破砕設備 

破砕設備は、処理工程の後段で行う選別において純度と回収率を向上させるために、

所定量のごみを目的に適した寸法に破砕するものである。破砕設備は、低速回転破砕

機、高速回転破砕機等で構成され、耐久性に優れた構造及び材質を有する設備を基本

とする。 

 

3) 搬送設備 

搬送設備は、破砕後の破砕物や選別後の資源物等を目的の場所まで搬送するための

もので、搬送物の形状、寸法に考慮し、飛散、ブリッジ、落下等が生じない構造とす

ることを基本とし、シュート、コンベヤ等で構成される。 

 

4) 選別設備 

選別設備は、ごみを資源物、可燃物等に選別するもので、目的に応じた選別に適し

た設備を設けることが必要となる。選別設備は、各種の選別機と搬送機器（コンベヤ）

等で構成される。 

選別機の主な分類を表 3.47 に示す。粗大・不燃ごみ処理施設では、破砕処理を行っ

た後、鉄類、アルミ類、可燃残さ等に選別するため、使用目的に合った機種を選定す

ることが重要である。また、搬入された不燃ごみ中の資源物や、火災・爆発の原因と

なるリチウムイオン電池、スプレー缶等の処理不適物を手選別で除去するための手選

別設備も検討する。 
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表 3.47 選別機の分類 

型式 原理 使用目的 

ふるい分け 

振動式 

粒度 破砕物の粒度別分離と整粒 回転式 

ローラ式 

比重差型 
風力式 比重 

形状 

重・中・軽量又は重・軽量別分離 

複合式 寸法の大・小と重・軽量別分離 

電磁波型 

X 線式 

材料特性 

PET と PVC 等の分離 
リチウムイオン電池の分離 

近赤外線式 プラスチック等の材質別分離 

可視光線式 ガラス製容器等の色・形状分離 

磁気型 

吊下げ式 

磁力 鉄分の分離 ドラム式 

プーリ式 

渦電流型 
永久磁石回転式 

渦電流 非鉄金属の分離 
リニアモータ式 

出典：ごみ処理施設整備の計画・設計要領 2017 改訂版（公益社団法人 全国都市清掃会議）より作成 

 

5) 貯留・搬出設備 

貯留・搬出設備は、破砕、選別された鉄類、アルミ類、可燃残さ等を一時貯留する

ものである。貯留容量は、処理量と搬出量を考慮のうえ決定し、円滑に貯留、搬出で

きる構造とする。貯留・搬出設備は、貯留バンカ、貯留ヤード等で構成される。 

選別された鉄類、アルミ類は圧縮成型しないこととし、貯留バンカに一時貯留して

場外へ搬出する計画とする。また、可燃残さは、エネルギー回収型廃棄物処理施設の

ごみピットへ搬出する計画とする。 

 

6) 集じん・脱臭設備 

集じん・脱臭設備は、各設備より発生する粉じん、悪臭を除去し、良好な作業環境

及び周辺環境を維持するためのものである。 

集じん設備には様々な形式があるが、粉じんの性質上、通常は遠心力集じん器（サ

イクロン）、ろ過式集じん器（バグフィルタ）、又はこれらを併用して用いる。また、

脱臭設備は、通常活性炭を利用したものを用いる。 
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7) 給水・排水処理設備 

給水設備は、プラント用水、生活用水を施設に円滑に供給するものである。粗大・

不燃ごみ処理施設への給水は、エネルギー回収型廃棄物処理施設で受水した用水を利

用し、運転に支障が生じないよう必要となる設備を計画するものとする。 

また、粗大・不燃ごみ処理施設から発生する排水は、エネルギー回収型廃棄物処理

施設の排水処理設備で処理するものとし、運転に支障が生じないよう必要となる設備

を計画するものとする。 

 

8) 電気・計装設備 

電気・計装設備は、粗大・不燃ごみ処理施設の運転制御に必要なものであり、エネ

ルギー回収型廃棄物処理施設の受変電設備より電源の供給を受けるものとする。 

 

3.10.3 プラスチック類資源化施設の基本処理フロー及び各設備計画 

(1) 基本処理フロー 

プラスチック類資源化施設は、主要設備である受入れ供給設備、搬送設備、選別設備、

再生設備等から構成される（図 3.28）。 

   
図 3.28 プラスチック類資源化施設の基本処理フロー（案） 
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(2) 各設備計画 

1) 受入れ供給設備 

受入れ供給設備は、搬入されたプラスチック類を受入れ、選別設備等の処理工程に

供給するためのものである。受入れ供給設備は、計量機、受入れヤード、受入れホッ

パ、受入れコンベヤ等で構成される。 

本計画では、粗大・不燃ごみ処理施設の受入れ方式と同様に、安全面に関する作業

性を考慮し、受入れヤード方式を基本とする。 

 

2) 搬送設備 

搬送・選別設備は、粗大・不燃ごみ処理施設の「3.10.2 (2)3) 搬送設備」と同様な

設備とする。 

 

3) 選別設備 

選別設備は、プラスチック類を資源物、可燃残さ等に選別するもので、目的に応じ

た選別に適した設備を設けることが必要となる。選別設備は、破袋機やコンベヤの各

種搬送機器等で構成される。 

 

4) 再生設備 

再生設備は、選別したプラスチック類の再利用を容易にして、輸送効率を向上させ

ることを目的に圧縮梱包するためのものである。 

なお、プラスチック使用製品廃棄物とプラスチック製容器包装の圧縮梱包方法（ま

とめて梱包もしくは分けて梱包）については、再資源化の方法も踏まえ今後検討する。 

 

5) 給水・排水処理設備 

給水設備は、プラント用水、生活用水を施設に供給するものである。 

プラスチック類資源化施設への給水は、エネルギー回収型廃棄物処理施設で受水し

た用水を利用し、運転に支障が生じないよう必要となる設備を計画するものとする。 

また、プラスチック類資源化施設から発生する排水は、エネルギー回収型廃棄物処

理施設の排水処理設備で処理するものとし、運転に支障が生じないよう必要となる設

備を計画するものとする。 

 

6) 電気・計装設備 

電気・計装設備は、プラスチック類資源化施設の運転制御に必要なものであり、エ

ネルギー回収型廃棄物処理施設の受変電設備より電源の供給を受けるものとする。 
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3.10.4 剪定枝資源化施設の基本処理フロー及び各設備計画 

(1) 基本処理フロー 

剪定枝資源化施設は、受入れ供給設備、破砕設備、搬送設備、発酵設備、搬出設備、

集じん・脱臭設備等から構成される（図 3.29）。 

 

 
図 3.29 剪定枝資源化施設の基本処理フロー（案） 
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(2) 各設備計画 

1) 受入れ供給設備 

受入れ供給設備は、搬入された剪定枝を受入れ、破砕設備、選別設備等の処理工程

に供給するためのものである。受入れ供給設備は、計量機、受入れヤード、受入れホ

ッパ、受入れコンベヤ等で構成される。 

 

2) 破砕設備 

破砕設備は、所定量の剪定枝を目的に適した寸法に破砕（チップ化）するものであ

る。破砕サイズは 1cm～10cm 程度を想定し、チップ化に適した寸法であるとともに、

堆肥化にも適した寸法とする。 

 

3) 搬送設備 

搬送設備は、粗大・不燃ごみ処理施設の「3.10.2 (2)3) 搬送設備」と同様な設備

とする。 

 

4) 発酵設備 

発酵設備は、破砕設備により細かく破砕された破砕チップを発酵させるためのもの

で、発酵工程に必要なヤードを含むものとする。 

 

5) 搬出設備 

搬出設備は、破砕チップや発酵が完了した堆肥を貯留するためのもので、保管に必

要なヤードを計画する。なお、堆肥の品質管理や検査等の実施にあたっては、肥料の

品質の確保等に関する法律を遵守する。 

 

6) 集じん・脱臭設備 

集じん・脱臭設備は、各設備より発生する粉じん、悪臭を除去し、良好な作業環境

及び周辺環境を維持するためのものである。 

 

7) 給水・排水処理設備 

給水設備は、プラント用水、生活用水を施設に円滑に供給するものである。剪定枝

資源化施設への給水は、エネルギー回収型廃棄物処理施設で受水した用水を利用し、

運転に支障が生じないよう必要となる設備を計画するものとする。 

また、剪定枝資源化施設から発生する排水は、エネルギー回収型廃棄物処理施設の

排水処理設備で処理するものとし、運転に支障が生じないよう必要となる設備を計画

するものとする。 
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8) 電気・計装設備 

電気・計装設備は、剪定枝資源化施設の運転制御に必要なものであり、エネルギー

回収型廃棄物処理施設の受変電設備より電源の供給を受けるものとする。 

 

3.10.5 ストックヤードの基本処理フロー及び各設備計画 

(1) 基本処理フロー 

ストックヤードは、構成市町から排出される乾電池、蛍光管・水銀柱、小型家電、処

理困難物、不法投棄物等の再資源化をより効率的に進めるため、場外搬出するまで一時

的に保管する施設である。ストックヤードの基本処理フローを図 3.30 に示す。 

 

 
図 3.30 ストックヤードの基本処理フロー（案） 

 

(2) 各設備計画 

ストックヤードでは、プラント設備を設置せず、手選別による選別を行い保管する計画

とする。 
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3.11 建築・土木計画 

3.11.1 建築計画 

(1) 基本方針 

ごみ処理施設は一般の建築物と異なり、熱、騒音、振動、臭気等の発生源となるプラ

ント機器を所有するため、それらの配置も踏まえ、総合的にバランスのとれた計画とす

ることが重要である。施設整備の基本方針に基づいたうえで、明るく清潔なイメージ、

機能的なレイアウト、より快適安全な室内環境、部位に応じた耐久性等に留意した合理

的な建築計画とする。 

 

(2) 主な施設構成 

1) 工場棟 

処理対象物を処理又は資源化する施設を工場棟という。 

本計画における工場棟は、「エネルギー回収型廃棄物処理施設」、「粗大・不燃ごみ処

理施設」、「プラスチック類資源化施設」、「剪定枝資源化施設」とする。 

各施設は合棟又は別棟とすることが考えられるが、ごみ処理の効率性や安全性、経

済性を考慮して、今後検討する。 

 

2) ストックヤード 

有害ごみ等を保管するとともに、現在の構成市町での保管状況を考慮し、雨風をし

のげるように屋根付きの三面壁を基本とする。 

また、建屋内はコンテナを設け、構成市町別、処理対象物別に保管できるようにす

る。 

 

3) 計量棟 

計量棟は、収集車両及び一般車両（自己搬入）等の重量を計量・集計し、料金収受

を行う施設である。 

計画にあたっては、以下の事項を基本とする。 

・ 一般車両（自己搬入）は、搬入時と退出時の 2 回計量を行う。 

・ 計量棟は、構内車両動線上適切で、収集車両や一般車両（自己搬入）等の計量が

容易にできる位置に設ける。 

・ 県道への渋滞を考慮し、施設の出入り口から十分な距離を保ち、場内で収集車両

や一般車両（自己搬入）等を滞留させることが可能な位置に設ける。 

・ 計量機上に車両を正しく乗せるため、その前後に直線誘導区間を設ける。 

・ 降雨に備えて、車両の上部も屋根で覆うこととする。また、滞車場所の確保に配

慮する。 
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4) 管理棟 

管理棟は、工場棟と同じく本施設の主要な施設であり、運営管理事務所及び従業員

の厚生施設としての機能と、見学者が利用するエントランスや事務所の機能、環境教

育・環境学習のための機能を有する。 

見学者等の一般来訪者が多く利用する施設であることから、安全性と機能性に配慮

した建物配置とする必要がある。 

計画にあたっては、以下の事項を基本とする。 

・ 来訪者と運転管理員の動線が極力重ならない計画とする。 

・ 車両動線と交錯することのない安全な来訪者動線を確保する。 

・ 駐車場及び歩行者用出入り口からのアクセスに配慮した計画とする。 

 

(3) 主要諸室計画 

主要諸室の検討にあたっては、DBO 方式による運営維持管理を前提として整理し、表 

3.48 のとおりとする。なお、施設配置を合理化することにより、一部諸室の共用や省略

等も可能である。 

表 3.48 主要諸室計画 

構成する施設 内容 

エネルギー回収型 
廃棄物処理施設 

運転管理員事務室、会議室、中央制御室（ごみクレーン操作室）、
電子計算機室、分析室、前室、油圧操作室、電算機室、休憩室、更
衣室、浴室、洗濯乾燥室、見学ホール、便所、多目的トイレ、その
他運営に必要な諸室 

粗大・不燃ごみ 
処理施設 

運転管理員事務室、会議室、中央監視室、休憩室、更衣室、浴室、
洗濯乾燥室、見学ホール、便所、多目的トイレ、その他運営に必要
な諸室 

プラスチック類 
資源化施設 

同上 

剪定枝資源化施設 
中央監視室、休憩室、便所（離れた場所でも可）、その他運営に必
要な諸室 

ストックヤード 便所（離れた場所でも可）、その他運営に必要な諸室 
計量棟 計量事務室、便所（離れた場所でも可） 

管理棟 

玄関、事務室（運営管理員用、本組合職員用）、来訪者説明室、会
議室（議場を兼ねるものとし、什器倉庫を併設する）、防災倉庫、
休憩室、書庫、多目的倉庫、湯沸室、便所、多目的トイレ、その他
運営に必要な諸室 

 

3.11.2 造成計画 

建設予定地は、3.8 災害対応計画で示した浸水対策を考慮して盛土することとなるため、

計画にあたっては、以下の事項にも配慮するものとする。  

・ 造成工事の範囲は、地盤対策、土工事（切土工、盛土工、法面工、植生工、地盤対

策工、調整池整備工等）を想定する。 

・ 受電、上水管、周辺水路等のインフラ関連設備の位置に十分配慮した計画とする。 

・ 今後実施する地盤技術解析に基づく地盤対策を考慮した計画とする。 
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3.11.3 道路及び水路付替 

建設予定地は市道及び水路が含まれることから、今後、道水路管理者との協議を行う。 

 

3.11.4 雨水流出抑制施設 

(1) 雨水流出抑制施設の設置について 

雨水流出量を増加させるおそれのある「1ha 以上」の開発行為を行う場合には、「埼玉

県雨水流出抑制施設の設置等に関する条例」に基づき、「雨水流出抑制施設」の設置を行

う必要がある。また、雨水流出量を増加させるおそれのある「1,000m2 以上」の開発行

為を行う場合には、「特定都市河川浸水被害対策法」に基づき、「雨水貯留浸透施設」の

設置を行う必要がある。 

建設予定地は、これらの条件に該当するため、前述した 2 つの関係法令等のうち、必

要容量が大きい方の数値に基づき、雨水排水を集水する施設を計画、設置することとす

る。現段階における試算では、「埼玉県雨水流出抑制施設の設置等に関する条例」に基づ

く必要容量の方が大きいため、本計画では同条例に準じた雨水流出抑制施設の設置を検

討する。 

なお、雨水排水の集水は建設予定地全域となるため、施設外周に雨水側溝を設置し、

雨水流出抑制施設に導水するものとする。 

また、雨水排水の集水エリアは、建設予定地造成後の建設予定地の土地利用形態の状

況を考慮するものとする。 

 

(2) 雨水流出抑制施設の必要対策量の算定 

「埼玉県雨水流出抑制施設の設置等に関する条例（許可申請・届出手引き 平成 19 年

埼玉県県土整備部）」により、雨水流出抑制施設の必要対策量は、次式により算定される。 

 

雨水流出抑制施設の必要対策量（V）m3 

 V ≧ V①（雨水流出増加行為に対する必要対策量（A×Va－（Q÷Vb）×Va）） 

＋V②（湛水想定区域での盛土行為に対する必要対策量（B×10,000×h） 

   ここで、A ：開発面積（ha）（5.8ha と想定） 

        Q ：雨水流出抑制施設の浸透効果量（m3/s）（湛水想定区域の場合は 0m3/s） 

Va：地域別調整容量（m3/ha）（建設予定地では 700 m3/ha） 

Vb：地域別調整容量（m3/s/ha）（建設予定地では 0.4704 m3/s/ha） 

B ：盛土面積（ha） 

h ：盛土行為をする土地における湛水した場合に想定される平均水深又は最

大盛土厚のどちらか小さい方の値（m） 
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県条例に示される区域図では、建設予定地の一部は湛水想定区域（青色部分）にかか

っている（図 3.31）。しかしながら、実際には建設予定地における湛水状況は周辺と同

様であるため、建設予定地全域が湛水想定区域であると想定する。 

このとき、雨水流出抑制施設の最大の必要対策量は約 11,396m3 となる。 

なお、この数値は基本計画段階における試算結果であり、今後の事業者選定段階にお

いて見直す可能性がある。 

 

V①（雨水流出増加行為に対する必要対策量） 

＝（5.8×700－（0÷0.4704）×700）＝4,060m3 

V②（湛水想定区域での盛土行為に対する必要対策量）は下表より 7,336m3 

V = V①＋V② ＝11,396m3 

 

表 3.49 湛水想定区域での盛土行為に対する必要対策量の算定 

区域名 B（ha） h（m） V②（m3） 

湛水想定区域① 0.0018 0.625 11 

湛水想定区域② 0.0306 0.375 115 

その他想定区域 5.7676 0.125 7,210 

合計   7,336 

   

図 3.31 湛水想定区域での盛土面積と平均水深 

 

その他想定区域 
平均水深：0.125m 

  盛土面積：約 57,676m2(約 5.77ha) 

湛水想定区域① 
平均水深：0.625m 

  盛土面積：約 18m2(約 0.0018ha) 

湛水想定区域② 
平均水深：0.375m 

  盛土面積：約 306m2(約 0.0306ha) 
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3.11.5 外構計画 

外構施設は、ごみ処理施設の円滑な運営、安定的な処理と場内の安全性が十分確保でき

るようにする必要がある。主に、緑化、構内道路、駐車場、門扉・フェンスなどから構成

され、それぞれの概要及び方針を以下に示す。 

 

(1) 緑化 

「ふるさと埼玉の緑を守り育てる条例」に示す緑化基準を確保するとともに、建設予

定地内は可能な限り緑化に努めるものとし、必要により、多目的に利用できる機能を有

する計画とする。 

条例によると、敷地面積 3,000m2 以上の建築を行う場合、必要となる緑化基準を、表 

3.50 の算定方法に基づき確保する必要がある。なお、建設予定地は用途地域が定められ

ていないことから敷地面積の 25%を緑化する必要があり、本施設における緑化の必要面

積は、次のとおりとなる。 

必要面積 ＝ 約 58,000m2 × 0.25 ＝約 14,500m2 

緑化にあたっては、極力郷土種を用いるほか、周辺の土地利用（農地等）に配慮して

樹種の選定を行う。また、植栽に対して散水が行えるように散水設備等を設ける計画と

する。 

 

表 3.50 緑化面積の算定方法 

区域 緑化を必要とする面積 

用途地域が定められている区域 敷地面積 ×（1－建ぺい率）× 0.5 

その他の区域 敷地面積 × 0.25 

 

(2) 構内道路 

構内道路の構造は、「道路構造令」等を基本とする。ただし、メンテナンスや滞車等に

より構内道路に駐車・停車するスペースを設ける場合は、駐車・停車している車両の脇

を通行できる等、1 車線分の余裕を設けるといった配慮も想定する。 

また、来訪者及び運転管理員の動線とできる限り交錯しないよう配慮することとし、

やむを得ず交差する場合には、安全に十分配慮した計画とする。 

なお、計画にあたっては、以下の事項にも配慮するものとする。 

・ 建設予定地への搬入出車両、一般車両等は、県道 308 号線（県道内田ケ谷鴻巣線）

への滞留（渋滞）が発生しないよう最大限考慮する。 

・ 可能な限り車両別に車線を設けるものとし、場内の安全動線に配慮する。 

・ 搬入出車両、一般車両等が安全かつ円滑に出入できる動線とし、搬入出車両等の

作業動線、来訪者の動線、作業員の動線を区別し、交差が最小限となるよう配慮

する。 
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・ 灰や薬品の搬出車両、メンテナンス車両等は、計量棟を通過せず工場棟へアクセ

スできる動線とする。 

・ マテリアルリサイクル推進施設から発生する可燃残さの運搬を考慮し、エネルギ

ー回収型廃棄物処理施設へ車両で運搬する場合は、搬入出車両や一般車両等の動

線と区別した動線とする。 

 

(3) 駐車場 

計画する駐車場は、表 3.51 に示すとおりとし、アスファルト舗装を基本とし、災害廃

棄物仮置場としての機能が確保できる仕様とする。 

なお、計画にあたっては、以下の事項にも配慮するものとする。 

 駐車場は、運転管理員用、職員用、来訪者用受け入れ時の大型バス用とし、管理

棟や工場棟へのアクセスに配慮する。 

 来訪者用駐車場には障がい者等用駐車場を設ける。 

 搬入車両の動線と来訪者及び運転管理者及び職員用の動線は適切に分離し、円滑

な動線とする。 

 来訪者や職員などが各々利用する施設まで安全に通行できるように歩行者動線に

配慮する。 

 

表 3.51 駐車場の利用者別の必要駐車台数（想定） 

利用者 駐車台数※ 

見学者・傍聴者用 
普通乗用車 約 20 台 

大型バス 4 台 

組合用 約 30 台 

委託業者用 約 50 台 

合計 約 100 台 
※障がい者等用駐車台数を含む。 

 
(4) 門扉・フェンス 

敷地周囲には部外者が容易に侵入できないよう、門扉とフェンスを設置する。その形

状、材質等は、周辺環境との調和に配慮する。 
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(5) 標識（サイン） 

場内の安全性を確保するために目印や表示等の案内標識を設けるとともに、施設の構

成等の情報を適切に伝える計画とする。 

なお、計画にあたっては、以下の事項にも配慮するものとする。 

 各階案内サイン、各窓口サイン及び室内サインなどは、来訪者及び職員に対して

見やすく、わかりやすい表示とし、レイアウトの変更などにフレキシブルに対応

できるよう配慮する。 

 全室の室名表示を行う。 

 全ての階に、原則として階の案内板を設ける。 

 各階での避難経路を示した平面図を案内板とは別に設ける。 

 避難計画図及び避難に関する各種サインは、消防局及び消防署と打合せの上適切

に配置する。 

 その他、各種基準等に応じて必要となる表示、サインなどを適切な位置に設ける。 

  

3.11.6 意匠計画 

(1) 景観 

埼玉県は、景観法（平成 16 年法律第 110 号）第 8 条に基づき、埼玉県景観計画（以

下「景観計画」という。）を定めており、鴻巣市は一般課題対応区域の田園区域に区分さ

れる。以下に示す田園区域の守るべき特性に配慮した計画とする。 

 水田、畑、水路、平地林、斜面林、社寺林、集落や屋敷林の織り成す郷土性豊か

な田園景観の広がり 

 荒川と利根川の二大河川を中心に、様々な表情を持つ豊かな水辺景観の連なり 

 古墳等の歴史遺産の分布 

 

(2) 意匠 

景観計画などを踏まえ、以下のとおり配置、規模、デザイン、色彩、緑化などに配慮

する。  

 建築物や工作物などの突出感や圧迫感を軽減するなど、周囲の景観と調和を図る。 

 建築物のデザインに留意し、田園風景との調和を図る。 

 経済性を考慮し、シンプルなデザインとする。 
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3.12 施設配置・動線計画 

3.12.1 施設配置・動線計画について 

(1) 施設配置・動線計画の検討 

新施設の施設配置・動線計画の検討にあたっては、建設予定地における必要な条件や、

主要な施設の配置・動線等の方針を踏まえ、メーカーへの市場調査の結果も考慮するも

のとする。 

なお、本計画で示す施設配置・動線図は想定図であり、施設の配置・動線等は事業者

選定後に作成する実施設計により決定する。 

 

(2) 施設配置・動線計画の前提条件 

新施設の施設配置・動線計画の検討に際し、以下の前提条件を考慮する。 

表 3.52 施設配置・動線計画の前提条件（1/2） 

 前提条件 

① 

敷地内に整備する新施設は、エネルギー回収型廃棄物処理施設、粗大・不燃ごみ処

理施設、プラスチック類資源化施設、ストックヤード、剪定枝資源化施設とし、環

境学習・啓発機能を持たせた施設とする 

② 
搬入出車両、一般車両等は、搬入時及び搬出時にそれぞれ計量を行うため、計量棟を

配置する 

③ 

建設予定地への搬入出車両、一般車両等は、県道 308 号線（県道内田ケ谷鴻巣線）

からの搬入出を基本に、地元や関係機関と話し合いを行い、警察や道路管理者

（県、市）との協議に基づき決定する 

④ 搬入車両、一般車両の県道 308 号線への滞留（渋滞）が発生しないよう配慮する 

⑤ 敷地は、水害に対応するため、内水による浸水対策としての嵩上げを行う 

⑥ 
エネルギー回収型廃棄物処理施設等は、計画規模・想定最大規模の浸水対策とし

て、建築計画による対策を行うことを基本とする 

⑦ 
「ふるさと埼玉の緑を守り育てる条例」に示す緑化基準（緑化面積：敷地面積×25%

以上）を遵守する 

⑧ 「埼玉県雨水流出抑制施設の設置等に関する条例」に基づき、調整池を整備する 

⑨ 
搬入出車両、一般車両等が安全かつ円滑に搬入出できる動線とし、搬入出車両等の

作業動線、来訪者の動線、作業員の動線を区別し、交差が最小限となる計画とする 
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表 3.53 施設配置・動線計画の前提条件（2/2） 

 前提条件 

⑩ 
一般車両（自己搬入）は、搬入時と退出時の 2 回計量を行う必要があるため、2 回計

量に配慮した動線とする 

⑪ 
灰や薬品の搬出車両、メンテナンス車両等は、計量棟を通過せず工場棟へアクセス

できる動線を確保する 

⑫ 

粗大・不燃ごみ処理施設、プラスチック類資源化施設から発生する可燃残さの運搬

を考慮した配置とし、エネルギー回収型廃棄物処理施設へ車両で運搬する場合は、

搬入出車両、一般車両等の動線と区別する 

⑬ 可能な限り車両別に車線を設けるものとし、場内の安全動線に配慮する 

 

3.12.2 施設配置方針 

(1) 主要な施設の配置方針 

建設予定地内に配置する主要な施設と、その配置方針を表 3.54 及び表 3.55 に示す。 

表 3.54 主要な施設の配置方針（1/2） 

主要な施設 配置方針 

工場棟 

○エネルギー回収型廃棄物処理施設と粗大・不燃ごみ処理施設、プ

ラスチック類資源化施設は、可燃残さ・不燃残さの運搬及び環境

学習・啓発機能の動線を考慮した配置とする 
○エネルギー回収型廃棄物処理施設等は水害に対応するため、プラ

ットホームの上階設置、ランプウェイ（斜路）等を検討する 

管理棟 ○管理棟は事務室、研修室、会議室等を設ける 

計量棟 
○搬入車両、一般車両が建設予定地外に滞留しないように、搬入車

両（委託）と一般車両の計量を区別し、入口用 2 台と出口用 2 台

の計量機を設置する 

剪定枝資源化施設、

ストックヤード 
○剪定枝資源化施設及びストックヤードは、搬入出が効率的に行え

る位置に配置する 
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表 3.55 主要な施設の配置方針（2/2） 

主要な施設 配置方針 

職員用・来場者用駐

車場 

○職員、来場者、関係者（構成市町職員、組合議員）や、見学者用

大型バス等、必要な車両台数を確保し、管理棟と近接した配置と

する 

構内道路 
○搬入車両、一般車両が建設予定地外に滞留しないように敷地内の

車両動線を十分に確保するとともに、構内道路に滞留車両の待機

スペースを設ける 

緑地 
○緑化基準を遵守するとともに、建設予定地内は可能な限り緑化に

努めるものとする 

調整池 
○整備する調整池については、深度方向を浅めに設定することで、

掘削費用及び維持管理費の低減を図る 

その他 

○滞留車両の待機スペースと職員用・来場者用駐車場について、災

害時には災害廃棄物仮置場としての機能の確保が可能な配置と

する 
○緑地及び調整池については、必要に応じて多目的に利用できる機

能を持たせる 
○搬入車両に付着した汚れを敷地外へ持ち出さないよう、洗車スペ

ースを設ける 

 

3.12.3 施設配置・動線案 

(1) 主要な施設の必要面積 

施設配置方針を踏まえ、主要な施設に必要な面積を表 3.56 に整理した。 

エネルギー回収型廃棄物処理施設、粗大・不燃ごみ処理施設、プラスチック類資源化

施設、剪定枝資源化施設、管理棟等の面積はメーカーへの市場調査の結果を参考に設定

した。その他、ストックヤード、職員・来場者用駐車場、構内道路等の面積を設定した

結果、主要な施設の必要面積の合計は約 5.6ha となった。 
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表 3.56 主要な施設の必要面積 

No. 主要な施設 
面積 
(m2) 

備考 

1 
エネルギー回収型

廃棄物処理施設 
3,600 メーカーへの市場調査結果を参考に設定 

2 
粗大・不燃ごみ処

理施設 
1,600 メーカーへの市場調査結果を参考に設定 

3 
プラスチック類資

源化施設 
1,900 メーカーへの市場調査結果を参考に設定 

4 剪定枝資源化施設 1,300 メーカーへの市場調査結果を参考に設定 

5 ストックヤード 700 
「3.2.1 (4)ストックヤード」で示した必要保管面積

（作業スペースを含む） 
6 管理棟 700 メーカーへの市場調査結果を参考に設定 

7 
職員用・来場者用

駐車場 
4,000 

現施設の既存駐車台数などを参考に設定（組合用約 30
台、委託業者用約 50 台、見学者・傍聴用約 20 台、計

約 100 台、大型バス 4 台） 

8 構内道路 15,000 

・渋滞回避を目的に、計量棟までの距離を十分に確保す

るため、現施設を参考に搬入車両 2 車線、搬出車両 2
車線を 400m と設定（400m×4.5m×4 車線＝7,200 m2） 
・建物合計面積の周囲に 10m 道路を配置（4,400 m2） 
・計量棟通過後は、収集車両や一般車両が安全かつ支障

なく通行できる車線（1 車線当たり 6m～10m 程度）を

確保（150m×3 車線×6m＝2,700 m2） 

9 付替道水路分 2,700 
建設予定地内の既存道水路の外周への付替を想定した

面積 
10 車両待機スペース 500 滞留車両の待機スペースとして約 500m2 を確保する 

11 調整池等 10,000 

調整池の容量については、建設予定地内の降雨を調整

するため、現状を踏まえたうえでの必要な容量（約

11,000m3）を確保する。また、今後当該敷地を多目的

に活用する等の場合は、上記の容量を確保しつつ、必要

な敷地の確保を検討する。 

12 緑地 14,000 
「ふるさと埼玉の緑を守り育てる条例」に示す緑化基

準(緑化面積：敷地面積×25%以上)を遵守する 

合計 56,000 5.6ha 

 

(2) 施設配置・動線案 

主要な施設の必要面積を踏まえた建設予定地の敷地範囲を図 3.32 に示す。 

敷地面積は、敷地の形状やそれぞれの施設等の配置、筆界を考慮すると、既存道路及

び水路を含み約 5.8ha となる。 

また、施設配置方針や必要面積を踏まえ作成した施設配置・動線計画図を図 3.33 に

示す。 
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図 3.32 建設予定地の敷地範囲 

 

建設予定地 
約５．８ha 



 
 

 

図 3.33 施設配置・動線計画図（想定図） 
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4. 事業計画 
 

4.1 事業方式 

4.1.1 事業方式の概要 

(1) 事業方式の概要 

ごみ処理施設整備・運営事業は、施設の整備及び運営を公共で実施する「公設公営方

式（DB 方式）」が主流だったが、平成 11 年に「民間資金等の活用による公共施設等の

整備等の促進に関する法律」（以下、「PFI 法」という。）が制定され、民間事業者の資金、

経営能力及び技術的能力を活用した官民連携によるサービスの提供を行う、公設民営方

式（DB＋O 方式、DBO 方式）、民設民営方式（PFI 方式30）による事業方式を採用する

自治体が増えつつある。事業方式の概要を表 4.1 及び表 4.2 に示す。 

 

表 4.1 事業方式の概要（1/2） 

事業方式の区分 概要 
公設 
公営 
方式 

DB 方式※ 
(Design- Build) 

公共が資金調達、施設の設計・建設に関する請負契

約手続きを行い、民間が施設の設計・建設を行う方

式。施設は、公共が所有する。 

公設 
民営 
方式 

DB+O 方式 
（公設＋ 
長期包括方式） 

公共が資金調達、施設の設計・建設に関する請負契

約手続きを行い、民間が施設の設計・建設を行い、

維持管理・運営は長期間包括的に業務委託として

実施する方式。施設は、公共が所有する。 

DBO 方式 
(Design-Build Operate) 

公共が資金調達、施設の設計・建設・運営に関する

事業契約手続きを行い、民間が施設の設計・建設、

維持管理・運営を一括して行う方式。施設は、公共

が所有する。 

民設 
民営 
方式 

PFI 
方式 

BTO 方式 
(Build-Transfer Operate) 

民間が自ら資金調達を行い、施設を整備した後、施

設の所有権を公共に移転したうえで、民間が施設の

維持管理・運営を行う方式。 

BOT 方式 
(Build-Operate Transfer) 

民間が自ら資金調達を行い、施設を整備し、一定期

間施設を運営し資金回収した後、公共にその施設の

所有権を移転する方式。 

BOO 方式 
(Build-Own Operate) 

民間が自ら資金調達を行い、施設を整備して運営す

る方式で、公的部門への譲渡を伴わない方式。BOT
と異なる点は、事業終了段階で施設の所有権移転を

行わず、民間が保有し続ける。 
※廃棄物処理施設の整備事業においては、DB 方式での発注が一般的であり、事業方式の選定を行ううえで

は、DB 方式は広義の公設公営方式として扱われる。 

 

 
30 PFI（Private Finance Initiative）方式とは、PFI 法に基づき、公共施設等の建設、維持管理及び運営等

を民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用して行う方式である。 
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表 4.2 事業方式の概要（2/2） 

事業方式の区分 
資金 
調達 

設計 
（D） 

建設 
（B） 

管理運営（O） 
施設 
所有 

維持管理 運営 

公設 
公営 
方式 

DB 方式 公共 
公共 

（性能発注請負契約） 

公共 
（直営又は委

託等） 

公共 
（直営又は委

託等） 
公共 

公設 
民営 
方式 

DB+O 方式 
（公設＋ 
長期包括方式） 

公共 
公共 

（性能発注請負契約） 
民間 

（長期包括運営委託） 
公共 

DBO 方式 公共 
民間 

（基本契約、性能発注請負契約、長期包括運営委託） 
公共 

民設 
民営 
方式 

PFI 
方式 

BTO 方式 
民間 

（事業契約） 
民間 

→公共※1 

BOT 方式 
民間 

（事業契約） 
民間 

→公共※2 

BOO 方式 
民間 

（事業契約） 
民間 

※1：建設中：民間→運営中：公共 
※2：建設・運営中：民間→終了後：公共 
 

(2) 近年の動向 

平成 28 年度から令和 4 年度に事業が開始されたごみ処理施設について、施設規模

100t/日以上のストーカ式焼却炉における事業方式を図 4.1 に示す。 

71 件のうち、「DBO 方式」が 54 件と最も多く、次いで「DB 方式」が 13 件、「BTO

方式」が 3 件、「DB＋O 方式」が 1 件となっている。半数以上が「DBO 方式」又は「BTO

方式」を採用しており、民間事業者の創意工夫による財政負担削減を図っている状況で

ある。 

 

 

 

図 4.1 近年の事業方式の動向 
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4.1.2 事業方式の選定手順 

(1) 選定手順 

新施設における事業方式の選定手順を図 4.2 に示す。 

市場調査31により事業者の参入意向があった事業方式に対して、定量的評価（VFM）

及び定性的評価を行った。 

 

 

図 4.2 事業方式の選定手順 

 

(2) 市場調査 

ごみ処理施設（平成 24 年度から令和 4 年度竣工、施設規模 70t/日～300t/日（発電設

備を有する））の整備実績があるプラントメーカー12 社に対して、事業方式、整備・運

営期間及び概算事業費等の調査を行った【資料編 66～69 頁参照】。 

  

 
31 市場調査とは、PPP/PFI 事業に参画する民間事業者の参入意向を把握するとともに、導入可能性並びに

効果を検討するために行う調査をいう。 

市場調査

市場調査結果の整理

評価条件の決定

評価結果の整理

事業方式の選定

◇評価対象とする事業方式の選定

◇定量的評価をするにあたっての算定条件
◇定性的評価の評価方法及び評価項目

◇定量的評価の結果
◇定性的評価の結果

◇総合評価



131 
 

(3) 定量的評価（VFM） 

事業方式を定量的評価するにあたっては、VFM（Value For Money）32という考え方

で評価することが基本となる。同一目的の２事業を比較し、支払いに対して価値の高い

サービスを供給する事業を「VFM あり」と評価する。VFM は PFI 手法等の LCC（Life 

Cycle Cost）33との差額あるいは率により示され、公設公営方式（DB 方式）での事業費

よりも、下回るほど定量的評価が高くなる。 

VFM 評価のイメージを図 4.3 に示す。 

 

※1：SPC（Special Purpose Company）。特定の事業を実施するために設立される法人。 
※2：PSC（Public Sector Comparator）。公共自ら実施する場合の事業期間全体を通じた公的財政負担の見

込額の現在価値。 

図 4.3  VFM 評価のイメージ図 

 

(4) 定性的評価 

施設整備の基本方針に基づき、埼玉県内の事例を参考に設定した定性的評価の評価項

目について、最も評価が高い方から「◎：大変優れている」、「○：優れている」、「△：

留意が必要である」の 3 段階で相対評価を行った。 

 

4.1.3 事業方式の選定結果 

(1) 市場調査結果（事業方式） 

プラントメーカー12 社に対し市場調査を実施し、10 社より回答を得た。事業方式の

市場調査結果を表 4.3 に示す。 

調査結果を踏まえ、評価対象事業方式は、「DB 方式」を基準として、事業の実現性が

高かった「DB+O 方式」及び「DBO 方式」とした。 

 

  

 
32 VFM とは、PFI 事業における最も重要な概念の一つで「支払いに対して最も価値の高いサービスを供給

する」という考え方である。 
33 LCC とは、プロジェクトにおいて、計画から、施設の設計、建設、維持管理、運営、修繕、事業終了ま

での事業全体にわたり必要なコストのことをいう。 

事業費 

事業終了までの総費用 
（選択した事業方式の LCC） 

SPC※1 関連経費 

 事業費 

VFM あり 

公設公営方式（DB 方式） 
の事業費（PSC※2） 
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表 4.3 市場調査結果 

 参入意欲のある方式 
（複数回答可） 

最も参入意欲の高い方

式 
検討結果 

DB 方式（公設公営方式） 7 社 0 社 基準 

DB＋O 方式 8 社 1 社 評価対象と

する DBO 方式 9 社 8 社 

PFI 方式 

BTO 方式 0 社 0 社 
評価対象と

しない 
BOT 方式 0 社 0 社 

BOO 方式 1 社 1 社 

 

(2) 定量的評価（VFM） 

1) 算定条件 

市場調査結果及び VFM 簡易算定モデルマニュアル（国土交通省）等に基づいて設

定した VFM の算定条件を表 4.4 に示す。 

 

表 4.4 VFM の算定条件 

項目 DB 方式 DB＋O 方式 DBO 方式 備考 

整備期間 4 年間 本組合による設定 

運営期間 20 年間 本組合による設定 

事業費（整備段階）の 
削減率 

 
DB 方式に比べて

0%減 
DB 方式に比べて

0%減 
市場調査結果より設定 

事業費（運営段階）の 
削減率 

 
DB 方式に比べて

4%減 
DB 方式に比べて

4%減 

コ ン サ

ル タ ン

ト費 

アドバイザ

リー 
3,200 万円 4,500 万円 4,000 万円 コンサルタント見積 

設計施工監

理 
 4,000 万円/年 4,000 万円/年 コンサルタント見積 

運営モニタ

リング 
 1,500 万円 1,500 万円 

コンサルタント見積 
：500 万円/年×3 年間 

SPC 設立経費等  2,000 万円 2,000 万円 
VFM 簡易算定モデルマニュアル 
（国土交通省） 

SPC 運営経費  1,000 万円/年 1,000 万円/年 
VFM 簡易算定モデルマニュアル 
（国土交通省） 

SPC 資金調達金利  1.9% 1.9% 
PPP/PFI 手法導入優先的検討規程

運用の手引（平成 29 年 1 月内閣府民

間資金等活用事業推進室） 
現在価値への 
割引率 

4% 4% 4% 
VFM 簡易算定モデルマニュアル

（国土交通省） 

地方債金利 1.4% 1.4% 1.4% 
財政融資資金貸付金利（令和 6 年度） 
期間 20 年間、据置期間 3 年間 

法人税等 
（実効税率） 

 21.74% 21.74% 
VFM 簡易算定モデルマニュアル 
（国土交通省） 
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2) 算定結果 

VFM の算定結果を表 4.5 に示す。 

「DB 方式」と比較して、「DB+O 方式」及び「DBO 方式」は、ともに 1.0%の VFM

があり、約 3.1 億円の公共負担額の縮減が見込まれた。 

表 4.5 VFM の算定結果（百万円） 

  DB 方式 DB＋O 方式 DBO 方式 
支出 71,687 71,140 71,135 
 事業費（整備段階）  46,535 46,535 46,535 
   交付金 11,145 11,145 11,145 
   一般財源 5,257 5,257 5,257 
   地方債（元償還） 25,773 25,773 25,773 
   地方債利息 4,360 4,360 4,360 
 事業費（運営段階）  25,120 24,361 24,361 
   運営・維持管理費 25,120 24,111 24,111 
   SPC 経費等  250 250 
 コンサルタント費 32 220 215 
   アドバイザリー 32 45 40 
   設計施工監理  160 160 
   運営モニタリング  15 15 
 SPC 設立費等（利息含む）   24 24 
収入 23,437 23,449 23,449 
 法人税   12 12 
 交付金、交付税措置 22,292 22,292 22,292 
 売電収入 1,145 1,145 1,145 
合計（単純合計） 48,250 47,691 47,686 
合計（現在価値化） 30,169 29,858 29,854 
公共負担額の縮減額  311 315 
VFM（現在価値化）   1.0% 1.0% 

 

(3) 定性的評価 

定性的評価の結果を表 4.6 及び表 4.7 に示す。「DBO 方式」、「DB+O 方式」、「DB 方

式」の順に評価が高い事業方式となった。 

「DB 方式」は、運転管理の監視体制、事業実施の透明性、市民町民からの信頼性は得

やすいものの、施設の機能維持や施設運営の効率化の観点では、単年度ごとの予算化に

よる行政負担が大きくなるとともに、財政支出の平準化も困難という結果であった。 

「DB+O 方式」は、運転管理の監視体制、事業実施の透明性、公平性による市民町民

からの信頼性は「DB 方式」に比べて低く、経済性と効率性についても、運営事業で別の

民間事業者に代わるリスクがあるため、「DBO 方式」よりも低い結果となった。 

「DBO 方式」は、運転管理の監視体制、事業実施の透明性、公平性による市民町民か

らの信頼性は「DB 方式」に比べて低いものの、施設の機能維持は図られ、かつ経済性と

効率性は高いといった結果となった。 
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 表 4.6 定性的評価（1/2） 

基本方針 評価項目 DB 方式 DB＋O 方式 DBO 方式 

【方針 1】 
周辺環境に配

慮し、安全・安

心で安定した

施設 

市民町民

からの信

頼性 

・施設整備、運営ともに

公共が事業主体となる 
・運営を民間事業者が担う

ことから、効率性が優先さ

れる懸念がある 

・運営を民間事業者が担う

ことから、効率性が優先さ

れる懸念がある 

◎ △ △ 

運転管理

の監視体

制 

・公共が責任ある立場で

運営事業を監視する体

制を構築でき、運転状況

等を細部にわたり把握

できる 

・民間事業者が運営事業を

担うため、公共は運転状況

の細部を把握しづらい 

・民間事業者が運営事業を

担うため、公共は運転状況

の細部を把握しづらい 

◎ △ △ 

事業実施

の 透 明

性、公平

性 

・事業者選定の各段階に

おいて、公共事業の入札

及び契約の適正化の促

進に関する法律等によ

って競争が行われるた

め、事業の透明性・公平

性が確保されやすい 
・公共が運営事業を監視

し情報公開を行うこと

から、透明性は高くなる 

・事業者選定において、PFI
法等で事業の透明性・公平

性が確保されやすいが、運

営・維持管理については、

設計施工を行った民間事業

者が有利となり、別事業者

が参入しづらくなる可能性

がある 
・民間事業者が運営するた

め、細部の情報の確認が難

しく透明性が低下するおそ

れがある 

・事業者選定において、PFI
法等で事業の透明性・公平

性が確保されやすい 
・建設、運営・維持管理を

一括して競争させるため、

公平性がある 
・民間事業者が運営するた

め、細部の情報の確認が難

しく透明性が低下するおそ

れがある 

◎ △ ○ 

施設の機

能維持責

任 

・建設の契約不適合責任

期間終了後の施設の性

能維持の責任は公共が

負う 
・公共では、設計施工し

た民間事業者に比べる

と、的確な維持管理が困

難となる可能性がある 

・建設の契約不適合責任期

間終了後は、長期包括委託

を受けた民間事業者がメン

テナンスを行い、機能維持

の責任を負う 
・設計施工をした民間事業

者と別事業者による運営の

場合、的確な維持管理が困

難となる可能性がある 

・建設の契約不適合責任期

間終了後も、民間事業者に

よるメンテナンスにより機

能維持の責任を負う 
・設計施工をした民間事業

者による運営であるため、

機器に対する理解度が高

く、的確な維持管理が可能

となる 
△ ○ ◎ 

リスク分

担 

・リスクに対して、公共

自らの判断で独自に迅

速に対応できるが、原

則、全て公共が責任を負

うことになる 

・建設と運営で別事業者と

なった場合、リスク分担が

複雑になり、組合のリスク

が増加する 

・公共と民間事業者でのリ

スク分担となり、契約上そ

れぞれの責任がはっきりし

ている 

△ △ ◎ 

【方針 2】 
限りある資源

やエネルギー

の有効活用を

図り、地球に

優しい施設 

環境に配

慮した施

設運営 

・公共による運営となる

ため、ノウハウの蓄積や

環境に配慮した効率的

な運営が限定的となる

可能性がある 

・他都市での実績のある民

間事業者が運営ノウハウを

活用して、効率的な運営（燃

料、薬剤、用水の削減等）

を行うことで、環境に優し

い運転が期待できる 

・他都市での実績のある民

間事業者が運営ノウハウを

活用して、効率的な運営（燃

料、薬剤、用水の削減等）

を行うことで、環境に優し

い運転が期待できる 

△ ○ ○ 

【方針 3】 
災害に対して

強く、地域の

拠点となる施

設 

災害時・

緊急時の

対応 

・災害時・緊急時におけ

る対応（施設の機能維持

等）を速やかに実施でき

る 

・災害時・緊急時に契約範

囲外の事象が発生した場合

に協議を行う必要がある 

・災害時・緊急時に契約範

囲外の事象が発生した場合

に協議を行う必要がある 

◎ ○ ○ 
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表 4.7 定性的評価（2/2） 

基本方針 評価項目 DB 方式 DB＋O 方式 DBO 方式 

【方針 4】 
経済性と効率

性を勘案した

施設 

競争性の

確保 

・採用事例が多い（13 件

/71 件） 
・市場調査において、最

も参入意欲のある方式

として推奨した民間事

業者はいなかった 

・採用事例は少ない（1 件

/71 件） 
・市場調査において、最も

参入意欲のある方式として

推奨した民間事業者が 1 社

/9 社中いたが、競争性の確

保に懸念がある 

・採用事例が最も多い（54
件/71 件） 
・市場調査において、最も

参入意欲のある方式として

推奨した民間事業者が 8 社

/9 社中いた 

○ △ ◎ 

財政支出

の平準化 

・公共が運営を行うた

め、DBO 方式と比べると

的確な予防保全が図り

づらい 
・運営期間の補修等の必

要性が生じるたびに単

年度ごとの予算化と執

行を行う必要があり、財

政負担の平準化が難し

い 

・設計施工を行った民間事

業者と異なる民間事業者が

運営を行う場合、DBO 方式

と比べると的確な予防保全

が図りづらい 
・運営期間の修理・補修費

を長期的な予算措置により

財政負担の平準化が図れる 

・設計施工を行った民間事

業者による運営であるた

め、機器に対する理解度が

高く、的確な予防保全が図

りやすい 
・運営期間の修理・補修費

を長期的な予算措置により

財政負担の平準化が図れる 

△ ○ ◎ 

施設運営

の効率化 

・公共で施設の運転維持

管理に必要な有資格者

を配置する必要がある 
・運営は、補修・維持管

理等の複数業務を発注

するため、業務別に予算

化し単年度ごとに個別

発注していく手間が生

じる 
・運営期間中の財政負担

額が事業当初には確定

しない 

・民間事業者が必要な有資

格者を手配するため、公共

の人員のスリム化が可能で

ある 
・整備と運営のそれぞれで

発注する手間が生じるが、

運営は包括委託となるた

め、DB 方式と比べると契

約等の手続きが簡素化され

る 
・運営期間中の財政負担額

は整備期間中に確定する 

・民間事業者が必要な有資

格者を手配するため、公共

の人員のスリム化が可能で

ある 
・整備と運営を一括発注す

るため、契約等の手続きが

簡素化される 
・運営期間中の財政負担額

が事業当初から確定する 

△ ○ ◎ 

維持管理

費の変動 

・単年度予算を基本とし

た事業計画を作成する

ため、予算化していない

事業は別途の対応が必

要となる 
・単年度予算のため、物

価変動や法令変更（税制

変更を含む）にも柔軟に

対応できる 
・想定外のリスクに対し

ても柔軟に対応できる 

・単年度予算に縛られない

ため、民間事業者が、計画

的かつ柔軟な維持管理を実

施できる 
・物価変動や法令変更（税

制変更を含む）が生じた場

合の措置について事業契約

で明確化することで、迅速

な対応が可能となる 
・想定外のリスクによる大

幅な変更により、違約金、

損害賠償等の支払が発生す

る 

・単年度予算に縛られない

ため、民間事業者が、計画

的かつ柔軟な維持管理を実

施できる 
・物価変動や法令変更（税

制変更を含む）が生じた場

合の措置について事業契約

で明確化することで、迅速

な対応が可能となる 
・想定外のリスクによる大

幅な変更により、違約金、

損害賠償等の支払が発生す

る 
○ ○ ○ 

評価 

◎ 4 個 

〇 2 個 

△ 5 個 

◎ 0 個 

〇 6 個 

△ 5 個 

◎ 5 個 

〇 4 個 

△ 2 個 
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(4) 総合評価結果 

総合評価結果を表 4.8 に示す。 

定量的評価では、「DB 方式」と比較して、「DB＋O 方式」及び「DBO 方式」ともに

1.0%の VFM があり、約 3.1 億円の公共負担額の縮減が見込まれた。 

また、定性的評価で「DBO 方式」が最も優れている事業方式となった。 

よって、定量的評価及び定性的評価ともに評価の高い「DBO 方式」を新施設の事業方

式に選定した。 

 

表 4.8 総合評価 

 DB 方式 DB＋O 方式 DBO 方式 

定量的評価  1.0%（311 百万円） 1.0%（315 百万円） 

定性的評価 

◎ 4 個 

〇 2 個 

△ 5 個 

◎ 0 個 

〇 6 個 

△ 5 個 

◎ 5 個 

〇 4 個 

△ 2 個 

総合評価 

選定しない 選定しない 選定する 

・定量的評価は最も劣

る。 
・定性的評価は、施設の

機能維持や施設運営

の 効 率 化 の 観 点 で

DBO 方式より劣る。 

・定量的評価は最も優

れる。 
・定性的評価は、運営事

業で別の民間事業者

に代わるリスクがあ

るため、DBO方式より

劣る。 

・定量的評価、定性的評

価ともに最も優れる。 
・定性的評価で△評価

となった事項は、要求

水準書作成において

十分な対策を講じる。 

 

(5) 今後の課題事項 

1) リスク分担 

「DBO 方式」の定性的評価において、「△」となった項目である「市民町民からの

信頼性」、「運転管理の監視体制」は、公共によるモニタリング及び民間事業者による

セルフモニタリングの徹底等により、十分な対策を講じる必要がある。 

具体的なリスク分担等は、今後検討する。 

 

2) 整備期間 

整備期間は、市場調査より 4.5 年間程度とする提案があったことから、今後の検討

事項とする。 
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4.2 運営管理計画 

4.2.1 基本方針 

新施設の運営にあたっては、新施設の基本性能を維持し、安定性及び安全性を確保しつ

つ、効率的な運営を行うこととする。

また、施設の長寿命化はライフサイクルコストを十分意識した運営を行うものとする。

4.2.2 運営管理計画 

新施設の事業方式は、「DBO 方式」を選定したことから、運営事業に携わる特別目的会

社（SPC）の設立を予定している。 

(1) 運営管理業務の範囲

1) 業務範囲

新施設（エネルギー回収型廃棄物処理施設、マテリアルリサイクル推進施設（粗大・

不燃ごみ処理施設、プラスチック類資源化施設、ストックヤード）、剪定枝資源化施設）

の運営管理業務は、運営事業者にて行うこと予定している。

運営事業者の業務範囲図を図 4.4 に示す。 

図 4.4 業務範囲図 

受付・計量 

エネルギー回収型

廃棄物処理施設

マテリアルリサイクル

推進施設 

剪定枝資源化施設 

焼却残さ 

資源物 

処理困難物等 

最終処分・資源化先 売電 

可燃残さ 
不燃残さ 

資源物 

収集・運搬 

市民町民・事業

運搬 

発電

場内

運搬 

堆肥

販売

運搬 

保管・積込み 

運営事業者の業務範囲
運転管理業務、維持管理業務

環境管理業務、有効利用等業務
防災管理業務、その他

可燃残さ

不燃残さ

運搬 

保管・積込み 保管・積込み 

場内

運搬
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2) 運営事業者の業務内容 

運営事業者の業務内容を表 4.9 に示す。 

 

表 4.9 運営事業者の業務内容 

業務名 内容 

運転管理業務 

・運転管理計画の作成、記録の作成及び報告 
・受付、計量 
・直接搬入ごみの料金徴収代行 
・搬入出車両の管理 
・運転管理 
・可燃残さの運搬（場内運搬※） 
・焼却残さ、資源物及び処理困難物、不燃残さ等の保管・積込み 

維持管理業務 

・点検検査及び維持補修計画の作成、記録の作成及び報告 
・用役（電気、水、薬剤等）利用計画の作成、記録の作成及び報告 
・点検検査及び維持補修 
・消耗品、用役等の調達管理 

環境管理業務 
・環境管理計画の作成、環境管理記録の作成及び報告 
・環境保全及び測定 
・作業環境管理 

有効利用等業務 

・資源回収計画の作成、記録の作成及び報告 
・資源物の品質確保、貯留、保管 
・エネルギー利用計画の作成、記録の作成及び報告 
・発電 

防災管理業務 
・緊急対応及び災害対応マニュアルの作成 
・防災訓練の実施 

その他 

・清掃、植栽管理 
・セルフモニタリング 
・見学者対応及び行政視察支援 
・住民対応 

※マテリアルリサイクル推進施設から搬出された可燃残さは、計量棟又はバンカで搬出量を計量する。 

 

3) 本組合の業務内容 

本組合の業務内容は以下のとおりである。 

① ごみの収集及び運搬（構成市町の事務） 

② 売電業務 

③ 焼却残さ、資源物及び処理困難物等の運搬及び資源化又は最終処分 

④ 堆肥販売 

⑤ 運営事業者のモニタリング 

⑥ 住民対応 

⑦ 行政視察対応 
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4) 収入の帰属先 

新施設の運営管理に伴う収入としては、ごみ処理手数料（直接搬入）、売電収入、資

源物の売却収入、堆肥の販売収入があげられ、収入の帰属先は本組合を予定している。 

 

(2) 運営期間 

当面の運営期間は 20 年間を予定している。 

 

(3) 運転日数・運転人数 

運転日数は搬入される処理対象物を滞りなく処理できるよう設定する。ただし、全炉

運転と全炉休止を繰り返すような偏った運転計画とはせず、効率的な運転に努める。 

各種業務の実施に必要な運転人数や勤務体制は、今後検討する。 

 

(4) 運転管理上必要な資格 

新施設の事業所規模や運営業務内容等に応じて、関係法令等に基づく有資格者等を配

置する必要がある。新施設に必要な有資格者は、今後検討する。 

 

(5) 労働安全対策 

新施設は、重大事故に繋がる危険な作業や危険物の取扱いがあり、事故などにより休

止させざるを得ない事態を発生させないよう、適切な安全対策を行う（表 4.10）。 

 

表 4.10 労働安全対策 

 対策 

運転 
作業中 

・「フェイルセーフ34」、「フールプルーフ35」の考え方を取り入れた設計計画
とする。 

・点検、修理及び機器の取替を行うのに必要な空間と通路を確保する。 
・各種車両の通行を考慮し車両同士の接触事故、車両と人の接触事故などが

ないよう、交通安全に配慮する。 
・照明は作業を行うために必要な照度を確保する。また、停電時において最

低必要限度の設備の操作を行えるようにするための保安灯を設置する。 

作業 
環境 

・場内は、必要に応じ散水設備及び換気設備を設置し作業環境の維持を図る
とともに、居室類には、空気調和設備の設置により作業環境の向上を図
る。 

・焼却炉内での作業等において、粉じんの多い環境下での作業後の身体の清
浄のために、エアーシャワー設備を設置する。 

・薬品類を取扱う場所あるいはほこりや粉じんの多い場所は、うがいや洗眼
の設備等を設置する。 

・ダイオキシンの管理区域を明確にし、非管理区域には管理区域を通過せず
に往来できる動線とする。 

・二硫化炭素・硫化水素などの発生が認められる箇所には、密閉化又は局所
排気装置等を設け、発散抑制対策を十分行う。 

 
34 フェイルセーフとは、故障や破損、誤作動などが発生した場合に備えて、被害を最小限に抑える仕組み

を設計に組み込むことをいう。 
35 フールプルーフとは、人が操作ミスをしても危険が生じない、あるいは誤った操作や危険な使い方がで

きないような構造や仕組みを設計に組み込むことをいう。 
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4.3 財源計画 

4.3.1 財政支援制度 

ごみ処理施設の整備事業における財政支援制度として、「循環型社会形成推進交付金」及

び「一般廃棄物処理事業債」が広く利用されている。 

「循環型社会形成推進交付金」とは、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第 5 条の 2 に

規定する基本方針に沿って、市町村等が作成した循環型社会形成推進地域計画に基づく事

業等の実施に要する経費に充てるため、交付要綱に従い国が交付する交付金である。 

「一般廃棄物処理事業債」とは、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第 8 条に規定する

ごみ処理施設のうち地方公共団体が行う施設整備事業に対するものを対象に充当できる地

方債である。 

本組合の新施設の整備における循環型社会形成推進交付金及び一般廃棄物処理事業債の

概要を表 4.11、現段階で想定される財源構成イメージを図 4.5～図 4.7 に示す。 

 

表 4.11 循環型社会形成推進交付金及び一般廃棄物処理事業債の概要 

対象施設・工事 循環型社会形成推進交付金 一般廃棄物処理事業債 

エネルギー回収型 
廃棄物処理施設 

交付率 1/3 
（ただし、高効率エネルギー回収に必

要な設備やそれを備えた施設に必要な

災害対策設備は交付率 1/2） 

交付対象事業 
：充当率 90% 
（交付税措置3650%） 
交付対象外事業 
：充当率 75% 
（交付税措置 30%） 

粗大・不燃ごみ処理施設 

マテリアルリサイクル推進施設 
交付率 1/3 

プラスチック類資源化

施設 

ストックヤード 

剪定枝資源化施設 
有機性廃棄物リサイクル推進施設 
交付率 1/3 

造成工事 

交付率 1/3 
（ただし、エネルギー回収型廃棄物処

理施設の交付率 1/2となる設備に必要

な災害対策は交付率 1/2） 

  

 
36 交付税措置とは、地方債の返済にあたり、元利償還金の一部を国が地方交付税として措置することをい

う。 
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①交付対象事業 71％ ②交付対象外事業 29％ 

        

③高効率エネルギー回収設備・ 

災害対策設備 31％ 

④高効率エネルギー回収設備・災害対策設備以外 

69％ 
  

        

交付金

1/2 

（国庫 

補助） 

③×1/2 

⑤地方債対象事業費 

③×1/2 

交付金 1/3 

（国庫補助） 

④×1/3 

⑥地方債対象事業費 

④×2/3 

地方債 

②×75％ 一般財源 

②×25％ 

地方債 

⑤×90％ 一般

財源

⑤×

10％ 

地方債 

⑥×90％ 一般

財源

⑥×

10％ 
（地方債に対する 

交付税措置割合 

50％） 

（地方債に対する交付税措置割合

50％） （地方債に対する 

交付税措置割合 30％） 

図 4.5 エネルギー回収型廃棄物処理施設の財源構成のイメージ 

 

①交付対象事業 72％ ②交付対象外事業 28％ 

     

     

     

交付金 1/3 

（国庫補助） 

①×1/3 

③地方債対象事業費 

①×2/3 

地方債 
②×75％ 一般財源 

②×25％ 

地方債 

③×90％ 
一般財源 
③×10％ 

（地方債に対する交付税措置割合 50％） （地方債に対する 

交付税措置割合 30％） 

図 4.6 マテリアルリサイクル推進施設等の財源構成のイメージ 

 

①交付対象事業 37％ ②交付対象外事業 63％ 

        

③エネルギー回収型廃棄物処

理施設の災害対策 27％ 

④左記以外 

73％ 
  

        

交付金

1/2 

（国庫 

補助）  

③×1/2 

⑤地方債対象事業費 

③×1/2 

交付金 1/3 

（国庫補助） 

④×1/3 

⑥地方債対象事業費 

④×2/3 

地方債 

②×75％ 一般財源 

②×25％ 

地方債  

⑤×90％  
一般 

財源 

⑤×

10％  

地方債 

⑥×90％ 
一般財源 

⑥×10％ （地方債に対する

交付税措置割合

50％） 

（地方債に対する交

付税措置割合

50％） 

（地方債に対する 

交付税措置割合 30％） 

図 4.7 造成工事の財源構成のイメージ 
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4.3.2 財源計画 

(1) 概算事業費 

新施設の概算施設整備費を表 4.12 に示す。 

新施設の概算施設整備費は、エネルギー回収型廃棄物処理施設、マテリアルリサイク

ル推進施設（粗大・不燃ごみ処理施設、プラスチック類資源化施設、ストックヤード）、

剪定枝資源化施設の他に構内道路や調整池等の整備が含まれており、約 463 億円を見込

んでいる。 

なお、概算施設整備費には、事業者選定までの業務委託費や用地費、周辺道水路の整

備等は含まれない。今後の社会情勢や経済情勢により施設整備費等は変動するものであ

るが、より経済的な施設整備や運営の詳細仕様等を検討する等、引き続き事業費の精査・

検討を進める必要がある。 

また、概算運営・維持管理費は、概算施設整備費の約 463 億円とは別に、年間当たり

約 12 億円（DBO 方式、税込）を見込んでいる。 

表 4.12 概算施設整備費 

項目 概算施設整備費(税込) 備考 
概算施設整備費※1 

約 422 億円 
市場調査結果は 
約 320～約 550 億円 

 エネルギー回収型廃棄物処理施設 約  303 億円  
 マテリアルリサイクル推進施設等※2 約  119 億円  
概算造成工事費※3 約   41 億円  
合計 

約  463 億円 
概算運営・維持管理費

除く 
※1：事業者選定までの業務委託費や用地費、周辺道水路の整備等は含まれない。 
※2：マテリアルリサイクル推進施設等は、粗大・不燃ごみ処理施設、プラスチック類資源化施設、剪定枝

資源化施設、ストックヤード、その他費用（構内道路、調整池などの費用）を示す。 
※3：内水対策の盛土（県道高さ＋0.5m）について、コンサルタント調べにより概算事業費を想定した。今

後地盤技術解析を行い、最適な工法等を検討する。 

 

(2) 財源計画 

概算施設整備費に係る財源の内訳として、交付金は約 118 億円、地方債は約 286 億円、

一般財源は約 59 億円と試算している。概算施設整備費に係る財源計画を表 4.13 に示

す。 

表 4.13 概算施設整備費に係る財源計画 

項目 概算施設整備費（税込） 
交付金 約 118 億円 

地方債 
約 286 億円 

（内、交付税措置 121 億円） 
一般財源 約  59 億円 

合計 約 463 億円 
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4.4 事業スケジュール 

令和 14 年度の新施設稼働を予定しており、新施設稼働までの事業スケジュールを表 4.14

に示す。 

本事業は、令和 8 年度から 3 年間の造成工事、令和 10 年度から 4 年間の新施設の建設工

事を予定している。なお、工事期間については、市場調査より 4.5 年間程度とする提案があ

ったことから、今後の検討事項とする。 

 

表 4.14 事業スケジュール 

年度 

項目 

令和 5

年度 

令和 6

年度 

令和 7

年度 

令和 8

年度 

令和 9

年度 

令和 10

年度 

令和 11

年度 

令和 12

年度 

令和 13

年度 

令和 14

年度 

施設整備基本計画 

（PFI 等調査を含む） 
   

 
      

生活環境影響調査37           

農業振興地域整備計画 
変更手続き38 

          

都市計画決定手続き39           

用地買収           

事業者選定           

造成工事           

建設工事           

 

 

 
37 生活環境影響調査とは、施設整備基本計画で検討する予測・評価に必要な情報等を踏まえて、施設建設

後の周辺の生活環境への影響予測を行う調査をいう。 
38 農業振興地域整備計画変更手続きとは、農地として利用されている建設予定地について、農用地からの

除外するための手続きをいう。 
39 都市計画決定手続きとは、ごみ処理場敷地として都市計画決定を行うための手続きをいう。 

設計 工事 

● 設計 工事 

施設 

稼働 
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